
　東京電力福島第一原子力発電所の事故の
後、我が国のエネルギーの将来像は国民の間
で合意がなされているという状況にはない。
このような現状で、原子力規制委員会による
新しい規制基準への対応や原子力発電所の安
全対策にかかる費用、地元の理解を得ること
の難しさなどで廃炉に向かう原子力発電所も
出てくると考えられる。さらに、耐用年数を
過ぎた発電用原子炉の廃炉は将来増加する。
　廃炉に必要な費用の低減は必須であり、ク
リアランスの合理的な運用は重要であると思
われる。現在、確認のための測定にかかる費
用が大きいこと、クリアランスしたものに関
する追跡調査の義務があるためにクリアラン
スされたものの利用が極端に制限されている
ことなど、必ずしも合理的でない問題が存在
する。
　今後、我が国で増加してくる老朽化したイ
ンフラの整備においてクリアランスしたコン
クリートや金属を利用することは重要な課題
である。さらに、中性子により放射化した金

属やコンクリートの処理方法の開発により放
射化物中の放射性同位元素濃度を低減させる
ことが可能であれば、より多くの放射化物の
ク リ ア ラ ン ス が 可 能 に な る。米 国 の
�������	
��	��社では、金属放射化物を溶
融・固化することにより金属中の放射性物質
濃度が低減することを利用して、原子力発電
所で発生した金属放射化物から高エネルギー
加速器施設で用いる遮蔽体を製造している。
我が国でこのような利用を進めるためには、
溶融処理過程での放射性物質の挙動を理解す
るための実験や、極微量元素の挙動の調査な
ど多くの基礎的な実験が必要となる。
　クリアランスした材料が老朽化した橋梁の
架け替え、トンネルや道路などに安全に利用
できることを説明して国民の理解を得ること
が必要であり、実現するためにはクリアラン
スにかかる費用の低減を真剣に検討する必要
がある。クリアランスによる廃炉費用の低減
は、電力消費者への還元につながる。
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第26回原子力施設デコミッショニング技術講座開催

情報管理部

　当センターは第２６回原子力施設デコミッショニング講座を平成２５年１０月２８日、東京赤坂三会
堂ビル石垣記念ホールにおいて開催いたしました。本年は、東京大学大学院の岡本孝司教授に
「東電福島第一原子力発電所の事故炉管理と廃止措置のあり方」というテーマで特別講演をお願
いしました。講座では、廃止措置技術に関連した４件、注目技術関連で２件、さらに当センター
からウラン廃棄物の安全評価及び研究施設等廃棄物の処理事業の準備状況の２件の講演を行い
ました。午前から夕刻までの長時間の講座でしたが多数の参加者は真剣に聴講され、活発な質
疑応答が行われ成功裏に講座を終了することができました。以下に各ご講演のポイントを簡単
にまとめます。

　特別講演された岡本教授は、汚染水処理、
使用済燃料撤去、デブリの状況評価、サイト
の放射性廃棄物管理の現状と将来の課題、今
後の廃炉活動の安全な進め方等広範囲な分野
を詳しく話されました。一般に、廃止措置活
動はリスクを低減させる方向に行くが、事故
炉、特に福島では対応が長引くと、チェルノ
ブイリ原発でも同じであるが、それだけリス
クが大きくなる。建物、設備も材料の劣化も
時間との戦いとなってくるため、一層の迅速
な対応が求められ規制当局もこの点を考慮し
今後柔軟に対応すべきこと、事故から２年
半、燃料の存在状況を十分に把握し、温度や
水素濃度等の慎重な管理を前提に冷温停止は
水冷から空冷に変えられる状況になってきて
いる等、福島の事故炉の管理は技術的な重要
度分類に基づいた優先順位に基づいて行うべ
きであること、さらに、放射性廃棄物の早期
の管理方法の確立も最重要課題である、等と
講演されました。

　次に、原子力機構（����）ふげん廃止措
置研究開発センターの北村主幹が、開始から
５年を経過したふげんの廃止措置活動の現
状、これまでの経験と教訓について紹介され

ました。重水炉特有のトリチウムの除去技
術、��（放射化腐食生成物）の除去技術をク
リアーし、機器設備の除染、解体、細断、ク
リアランスを順調に進めていること、重水タ
ンクの解体に向けた遠隔切断技術開発の状況
が述べられ、教訓としてプラント運転中から
運転履歴や汚染履歴等のデータ収集しておく
こと、解体時の放射能の封込めの技術の開発
や機器は小規模モックアップから手順を踏ん
で実用化すべきことなどを説明されました。

　原子力機構の廃炉技術安全研究所の有井副
所長からは、福島第一原子力発電所の廃炉に
向けた研究開発を担う研究拠点整備構想につ
いて、ひとつは福島県楢葉町に建設予定され
ている遠隔モックアップ試験施設、もうひと
つは放射性物質の分析・研究施設の計画説明
がありました。前者は、格納容器下部漏えい
個所の修復を目的に遠隔技術基盤を早期に確
立すること、後者は、高放射能濃度の燃料デ
ブリ等の検査、放射性廃棄物の処理処分研究
開発を行うモジュールタイプのホットセル施
設である。原子力機構以外にもこの種の施設
の建設、運転管理、試験検査経験はかなりあ
るが、可能な限り国内外の技術者の知見を集
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約し、また、将来の技術者の育成も念頭にお
き、革新的技術の早期実用化を目指したいと
の抱負を述べられました。

　原子力安全基盤機構（����）の山中主席
調査役からは、����（国際原子力機関）や��
（欧州委員会）の進める原子力施設の廃止措置
を安全に行うための基本的考え方と基本指針
や安全基準文書の体系と概要、特に、����
の示す８分野（「人と環境の防護」、「責任」、
「管理」、「資金」～「活動と認可の終了」等）
の１５の安全要件の内容を説明されました。ま
た、欧州内の規制要件を重ねて紹介された
後、英国、米国、ドイツ等の廃止措置経験国
の具体的な規制の実施の状況を紹介されまし
た。廃止措置活動経験の蓄積により高い安全
性確保をめざし、国際機関や各国においては
文書改定や取り組み強化、指針の整備が絶え
ず図られていること、諸外国の規制動向に
は、平成１７年に改正された現行の我が国の原
子炉等規制法及びその運用において取り入れ
るべき有用な部分があるとの紹介があった。

　注目技術紹介では、まず、（株）日本遮蔽技
研の平山研究員から福島の環境回復作業に適
した放射線測定器の開発、特にバックグラウ
ンドの影響の軽減、ポータブル性、１台で
���機能を持ち地面からの高さ３レベルが
同時測定できるモニター、構造物のクレビス
内の放射能測定機器等、正確さと確実さを追
求したオンサイトでの放射能測定とスクリー
ニング技術の紹介があった。（株）明電舎の高
橋課長からは過酷な現場での耐放射線性を備
えた遠隔操作ロボットの紹介後、����ガラ
ス固化研究施設（���）で活躍する両腕型マ
ニピュレータのコンセプトと作業・操作方法
について、インセルクレーン装填のパワーマ
ニピュレータ、特にモジュール化されたとこ

ろの紹介、遠隔封入可能な放射性廃棄物容
器、燃料デブリなどの岩石状堆積物の掘削・
撤去用ロボットアームとチッパー等、事故炉
の格納容器や原子炉圧力容器内部の観察とデ
ブリ等の撤去、放射性物質の試験検査に不可
欠な遠隔技術の開発状況についてビデを放映
も含めて紹介があった。

　午後の休憩の後、当センターの調査研究成
果の報告として、梶谷調査役から主要国のウ
ラン廃棄物に関する安全性評価について
����（国際放射線防護委員会）、����、��
等の検討経緯、各国の規制導入のプロセスと
現状が紹介され、その中で、現在処分検討行
われている我が国のウランの処分の安全評価
の考え方と方向性を示しました。公衆の線量
限度が１ｍ����であること、����は処分施
設における線量拘束値は１～０．０１ｍ����で
最適化を行うという基準を作り、各国は自国
の実情から処分場の基準を判断していること、
ウラン廃棄物は英国等では一般産業廃棄物処
分場で、スウェーデンでは有害産廃処分場で
処分されるが、フランスでは極低レベル処分
施設でのみ処分可能である。ドイツでは、ウ
ラン鉱山跡に埋め戻すなどの極めて現実的な
方策をとっていること、我が国は柔軟に処分
場の負担軽減のためクリアランス化も含め現
実的な対応が望まれることが紹介された。

　最後に、当センター室井技術担当部長は、
現在進めている研究所廃棄物処理事業の取り
組みの、特に技術開発の全体像を示し、大き
なインパクトを与えるウラン廃棄物のウラン
の迅速・高精度な定量方法の実用化研究につ
いて紹介しました。２００�ドラム缶による集
荷された種々雑多な廃棄物は仕分け、可燃物
の焼却、不燃物の高圧縮減容、放射能レベル
に応じた大型容器へのセメント固化を行う。



－　３　－

今年度の事業では、処理施設の基本設計に向
けた設備の具体化と廃棄物の種類別の処理費
用算出、集荷・輸送の具体化、廃棄体データ
の収集と確認、発生者等との連携を強化して
いることが示された。また、ウランの定量方
法の開発では、ドラム缶に収納された廃棄物
中のウランをパッシブγ法により測定する技
術開発成果を報告した。装置の簡略化のため
には効率的な検出器数、配置及び測定時間の
短縮が望まれること、ドラム缶内のウランの
不均一性の取扱い等、課題の解決を図ってい

ると、講演を締め括りました。

　今回の講座では、各講演者は自らの調査・
研究成果、開発成果、最新情報を未公開のス
ライドも含め、分かりやすく、またビデオや
展示物を使ってお話しされ、参加者に多くの
情報と技術を提供くださいました。ここに各
講演者に改めて感謝申し上げます。なお、当
日の予稿集にいくらか在庫がありますので、
希望者は有料ですがお求めください。
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　去る平成２５年６月１７日から２１日にかけて、
日本と台湾との原子力関連の協力事業として
は初めてとなる、標記セミナーを中心とする
廃止措置交流会が台湾において開催された。
　台湾では、東京電力福島第一原子力発電所
の事故による原子力災害の影響を受け、風評
による反原子力・脱原子力の気運が高揚する
一方、馬総統の主導により慌ただしく廃止措
置の法制化が図られた。原子力発電所の運転
期間延長の認可を目前にしていた台湾の原子
力関係者にとっては、寝耳に水、困惑の極み
であったことは想像に難くないが、短期間の
うちに廃止措置に係る制度を整備された努力
には敬意を表したい。
　このような状況のなか、台湾の原子力関係
者の間に先行する日本の廃止措置の現状調査
を希求する声が上がり、その意に応える形
で、日本においては民間の団体である原子力
デコミッショニング研究会（�����：石川
迪夫会長）が精力的に対応し、台湾核能産業
発展協会（���）との共催による交流会が実
現する運びとなった。筆者は、�����の主
査を務めている縁で今回の交流会に参加する
機会を得た。
　交流会としては、台北市での２日間の廃止
措置セミナーと台南に立地する第３原子力発
電所（馬鞍山１、２号）視察や���を始めと
する関係諸機関の方々との意見交換の場がプ
ログラムされ、廃止措置のみならず台湾にお
ける原子力をめぐる情勢全般に触れることが
でき、非常に有意義な交流会であった。
　現在台湾においては、台北に立地する第１
原子力発電所（金山１、２号）、第２原子力発
電所（國聖１、２号）及び前出の２基、合計

６基が供用中であるが、全てがほぼ３０年の運
転期間を経過しており、中でも金山１号は３６
年目、２号は３５年目を迎えている。廃止措置
の立法化により４０年を超えての運転は認めら
れず、運転終了の３年前には廃止措置の計画
を申請、廃止措置の作業は２５年で完了させる
ことが規定された。例えば、金山１号は２年
後の２０１５年１２月までに廃止措置計画を申請、
認可を受け、２０１８年１２月には恒久停止と廃止
措置の開始が義務付けられ、早急な対応が迫
られている。
　廃止措置セミナーには、日本からは石川会
長を始めとする�����会員総勢１７名が参
加、台湾側は���や国の研究機関、清華大
学、民間企業など１７機関から８０名を超える幅
広い年齢層の関係者が集い、セミナー最終ま
で盛況であり、廃止措置に関する台湾側の関
心の高さを示していた。

　ポスターセッションを含めた発表テーマと
内容については、前述した台湾側の状況にお
けるニーズを十分に勘案した上で入念な準備
を行った。その甲斐あって、����に始まる
日本の廃止措置の先駆者である石川会長の基

台日原子力デコミッショニングセミナーに参加して

専務理事　澁谷　　進
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調講演を皮切りに、研究開発や安全規制・法
制度の整備、廃棄物の処理処分、そして現在
進行中の東海発電所、新型転換炉ふげん、浜
岡１、２号の廃止措置の実例紹介と、総じて
具体的かつ実際的な内容の発表となり、台湾
側の要望に十分応えられたものと自負してい
る。廃止措置の実施報告おいては想像を超え
る多くの質問があり、差し迫った廃止措置に
向けての真剣さがうかがわれた。また、日本
における廃止措置の推進・実施体制やその中
での�����の活動、会員企業における廃止
措置事業の実績や今後の展開などの紹介も盛
り込み、好評であった。

　台湾側からは、台湾における原子力規制、
廃棄物処理処分の現状と将来計画、廃止措置
研究の現状のほか、福島事故のインパクトの
報告がなされたが、あらためて台湾の原子力
事情の実態に眼を開かされるとともに、独自
技術の開発にかける熱意には見習うところ多
し、と感じた。一方で、福島事故の影響は台
湾においても避けられないのは致し方ないこ
とではあるが、不正確な情報や未検証のデー
タに基づく風評被害的な反原子力の煽りに、
一部の日本人研究者や著名人、マスメディア
が関わっていることには心を痛めると同時に
憤りを覚えた。これは、今回セミナーに参加
した�����会員全員に共通の思いであろう。

　交流会の後半は、新幹線で台湾を縦断南
下、高雄からバスに乗り継いで稼働中の第３
原子力発電所（����９５１���、２基）を視察
した。数年前から、風力と太陽光発電施設を
併設しているとのことで、原子炉建屋の丸い
ドームと背の高い風車の取り合わせが印象的
であった。低レベル廃棄物の処理や管理など
について説明を受けた後、施設内の高減容化
装置を見学した。独自開発の技術が採用され
ており、高度な研究開発と現場での実用化が
うまく連携されているのは見事と感じた。ま
た、限られた見聞ではあるが、事務所や管理
区域の内部とも整理・整頓・清掃が行き届い
ており、床塗装や機器類もよく保守点検され
ている様子で、高稼働率を維持しているのも
もっともなこととの印象を持った。

　今回の廃止措置セミナーを核とする交流会
については、日台両者とも成功裡に終了した
との思いであるが、また、始まりの一歩でも
あるとの感を強くした。今後も廃止措置に関
する日台交流の継続を、特に台湾側は希望、
期待していることは論を俟たない。日本とし
ても、これまでの地に足を着けた廃止措置の
実績から得られた知見・経験を基に、積極的
に交流を深めていくべきと考える。
　日台間においては昭和６１年から毎年、日台
原子力安全セミナーが日本原子力産業協会と

��������
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台湾行政院原子能委員会、台湾電力などの共
催で開催されている。この経験が今後の廃止
措置セミナーの継続を実現、進展させるベー
スとなることを期待するとともに、筆者共々
������も微力ながらお手伝いできれば幸

甚である。
　最後に、日台間における初めての廃止措置
セミナー開催の企画、準備、運営に携わり、
大成功に導かれた日台両事務局の方々に感謝
申し上げる。
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１．研究の概要

　下水道汚泥を溶解し、溶解した成分からメ
タンガスを発生させるプロセスについては、
セシウムを含む下水道汚泥を図１に示す以下
の手順および一部変更した手順で、処理をす
る。
①汚泥溶解工程
　圧力容器に汚泥、水酸化ナトリウム、水
を入れ、窒素ガス雰囲気にして、２００℃�で加
熱し、汚泥を溶解する。
②溶解成分分離工程
　冷却後、塩酸で中和し、遠心分離器で不
溶解成分を分離する。
③嫌気消化処理工程
　溶解液は�（嫌気消化処理をして、溶解し
た汚泥を分解し、メタンガスを発生させ
る。メタンガスは発電原料等に使用する。）
④廃水処理工程
　メタン発生が終了した液は、フェロシア
ン化鉄、凝集剤で廃水処理をする。処理済
液はセシウム濃度を確認し、放流する。沈
殿物は、②の不溶解汚泥とともに、乾燥し、
処理済汚泥として保管する。
　今回の実験では、図１に示す処理の過程で、
時間のかかる嫌気消化処理工程をスキップし
た。各工程でのセシウムの挙動をサンプリン

グ・分析して、解析、評価した。実験途中で
の分析結果を確認して、結果的に３通りの実
験を行った。

２．実験結果

　３通りの手順の試験を行い、それぞれの手
順の各処理ステップのセシウムの挙動と、残
渣として残る処理済汚泥の量（減容率）と処
理済廃液の再利用、あるいは環境放出の可否
の評価を行った。
　原料汚泥を水酸化ナトリウム水溶液中、不
活性ガス（窒素ガス）雰囲気で、２００℃�で溶解
すると、原料汚泥に含まれるほとんどの有機
物系の物質が溶解すると考えられる。
　３通りの試験で、多少の結果の変動はある
ものの、汚泥溶解工程で、原料汚泥に含まれ
るセシウムのうち４０～４５％が不溶解汚泥に残
り、５５～６０％が可溶化汚泥水側に移行した。
　可溶化汚泥水は嫌気消化工程でメタンガス
を発生させる。発生したメタンがエネルギー
源として、例えば発電に利用する等、有効活
用できる。
　メタンガスを発生させた処理済みの可溶化
汚泥水は、廃水処理工程で、セシウムを除去
し、殆んどのセシウムは、廃水処理沈殿物に
移行する。廃水処理沈殿物中のセシウム量

RANDECの事業・活動に関する近況報告

企　画　部　大島　博文　

��������	
�������

　下水道処理により発生する汚泥には有機物が大量に含まれている。この下水道汚泥を特殊な
溶解処理をして、残る汚泥量を１�１０程度に減容するとともに、溶解した成分を嫌気消化処理に
より発生するメタンガスを有効に活用して発電に利用するプロセスの開発が進められている。
������では、この開発の一部として、これらの処理時の汚泥中に含まれるセシウムの挙動に
ついての研究に協力するとともに、その結果の評価などを行った。
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は、フェロシアン化鉄の添加率や凝集剤の添
加率により変動する。今回の試験では、セシ
ウムの５２～６０％が廃水処理沈殿物に移行し
た。処理済みの廃水中には、最大で３��／��
のセシウムが含まれた。廃水処理工程での試
薬の添加量を調整することにより、廃液中に
残留するセシウム量を調整できることが分
かった。

３．考察

　東京電力福島第一発電所の事故により、広
範囲に飛散したセシウムが、各所の下水道汚
泥中にも含まれている。セシウム濃度の高い
下水道汚泥については、焙焼・減容化処理が
スタートしつつあるが、比較的濃度の低い下
水道汚泥の処理については、その量の多さ、
緊急性等から、いまだ着手できていない状況
である。
　今回の実験は、株式会社サピエナントが開
発してきた下水道汚泥からメタンガスをエネ
ルギー源として取出し、残る汚泥を安定化、
減容化する「バイピッタシステム」の今後の
実用化へ向けて、セシウムの挙動を把握する
とともに、今後の展開の方向について検討し
た成果である。
　今回の実験は、一回あたり２５０ｇの原料汚
泥を用いた小規模な実験であり、嫌気処理工
程をスキップした。また、処理済みの廃水を
環境放出するときのセシウム含有量をどの程
度にするかによって、使用する廃液処理の試
薬量が変動し、廃液処理済沈殿物の発生量が

変動する。シアンイオンの処理済廃水中の含
有量や排水処理沈殿物の発生量等を考慮に入
れ、最適な条件をさらに検討、実験すること
により、最適化を図ることができる。また、
今回は嫌気消化処理をスキップして実験した
ので、嫌気消化処理により廃液処理工程がど
の程度影響を受けるかについても確認する必
要がある。
　なお、本プロセスの設備については大手精
密機械製造会社、味噌醤油製造会社、飲料製
造会社などで使われ、汚泥減量の実績がある
ということである。

４．結語

　大量に保管されているセシウムを含む下水
道汚泥の処理について、今後いろいろな処理・
処分方法が提案され、実施に移されていくも
のと期待されている。
　本処理方法は、まだ小規模の実験段階であ
るが、十分に実用化を考えることのできるプ
ロセスの一つと考える。できる限り早く、嫌
気処理工程を含めた大量処理規模の実証試験
が進むことを望むものである。
　なお、今回の実験では、株式会社日本遮蔽
技研の開発した�������（大型��Ｉシンチ
レーション測定装置）を実験現場に持ち込み、
実験のステップごとに、即時にセシウム量の
測定を行い、結果を確認できた。これによ
り、実験ステップのその場での追加、見直し
が可能であった。このため、当初予定の日数
で、３通りの実験を進めることができた。
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　福島県では、県内で実施される汚染状況重
点調査区域等における本格的な除染作業を円
滑に進める目的で、業務従事者を対象とした
業務従事者コース、除染業務の現場指揮・監
督者を対象とした現場監督者コース及び市町
村が発注する除染業務の監理者を対象とした
業務管理者コースの３つの講習会を実施して
いる。������では、これらのうち、平成２４
年度から始まった後者２つのコースの講習会
に対し、放射線管理や放射性物質の取扱いの
知識・経験が豊富な技術者を講師として派遣
し、福島環境回復に貢献してきた。平成２４年
度では、福島県内の福島市、郡山市、いわき
市等の主要都市において開催され、
������は合計７６人日の規模での協力を実
施してきた。福島県の発表によると、これら
の講習会への参加者は、現場監督者コースが
約２，２００人、業務管理者コースが約１，３００人
（いずれも修了証受領者の人数）に達し、除染
業務に必要な人材育成に������が大きく
貢献してきたと自負している。
　今年度においても、昨年度同様にこれらの
福島県の活動に積極的に協力するという基本
姿勢の基に、年間事業計画書の中に取り組む
べき業務として明記し、昨年度に続いて講師
派遣を精力的に実施している。今年度の講習
会は３期に分かれ、５月中下旬の第一期、７
月下旬から８月下旬の第二期を経て、１０月下
旬から１１月上旬までの予定での第三期講習会
が開始された。今年度は、������の講師
派遣者は延べ５２人日を予定しており、一方、
福島県は監督者及び監理者合わせて約４，０００
人の参加者を予定している。
　この講習会では、������は、除染等の作

業の進め方、除去土壌等の収集・運搬・保管、
除染電離則に基づく放射線管理、除染業務の
技術管理基準・施工管理基準の４つのカリ
キュラムを担当しており、本講習会の大半を
占めるものである。
　今年度においては、国が取り組んできた除
染実証事業等を通じて確認された有用な除染
技術の取り込みや、新聞報道等で指摘された
一部の不適切な除染への対処としての排水管
理方法の明確化などのため、環境省の除染関
係ガイドラインが改訂され、本年５月に第２
版として刊行された。また、現場における除
染活動を円滑に進めるためには、地元住民等
の理解、特に汚染土壌や除染廃棄物の仮置き
場等の確保が重要であり、中間貯蔵場に運ぶ
までの間、これらを安全に保管するための指
針として、福島県が本年９月末に、「仮置場等
技術指針」を制定した。これらの新しい内容
が講習会テキストに追加されて、現在、除染
業務講習会の講義を続けている。
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企　画　部　菊池　　孝
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１．「ふげん」廃止措置専門講座

　本講座は、廃止措置に係る専門的な知識の
取得及び「ふげん」メンテナンス業務に係る
主たる元請企業の業務内容の習得を目標に、
平成２５年７月２９日から８月２日までの５日間
の日程で「ふげん」展示室で開催された。こ
の講座では、定員を５名に限定し、各種の廃
止措置技術、廃棄物処理処分等に加え、重
水・トリチウム関連技術等の専門的な知識の
教育、またグリーンハウス設置、切断作業等
の訓練から作業責任者の実習など総合的な内
容で行われた。
　本講座のカリキュラムの概略は、下記のと
おりである。
　１日目：

①「ふげん」概要及び「ふげん」廃止措置計
画の概要
②重水・トリチウム関連技術
③廃棄物処理処分・再利用
④原子炉解体方法概論
⑤各国の廃止措置の現状詳細

　２～３日目：
①労働安全・放射線管理の教育
②事故・トラブル対応
③責任者の心得及び作業要領書等

　４～５日目：
　グリーンハウス設置及び切断作業等の

訓練から作業責任者実習
　当センターは、講師を派遣し、原子炉解体
方法概論及び各国の廃止措置の現状詳細の講
義を担当した。

２．廃止措置基礎講座

　本講座は、原子力発電所の廃止措置に関す
る基礎を学習することを目標に、平成２５年１０
月１８日に「ふげん」展示室で開催された。対
象者は、原子力施設の廃止措置業務に従事を
希望する技術者、廃止措置の興味を持ち廃止
措置に係る技術を習得することを希望する技
術者である。
　今回の参加者は、敦賀地区の原子力関連企
業等の技術者約１０人であった。本講座のカリ
キュラムの概略は、下記のとおりである。
①廃止措置計画・制度
②廃止措置の処理処分
③廃止措置適用技術
④残留放射能の評価概論
⑤廃棄物の再利用技術
⑥解体技術・工法
⑦「ふげん」見学
　当センターは、講師を派遣し、残留放射能
の評価概論、廃棄物の再利用技術、解体技術・
工法の講義を担当した。
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パートナーズ・ネットワーク会員　宮坂　靖彦

　若狭湾エネルギー研究センター（福井県敦賀市）は福井県の地元企業の技術者を対象に、原子
力関連業務従事者研修の一環として、「原子力発電所の廃止措置」の講座を開催している。これ
は、「ふげん」発電所の恒久運転停止（２００３年３月）後の２００５年から毎年継続して開催している
もので、「ふげん」廃止措置専門講座と廃止措置基礎講座に分かれている。当センターは、これ
までこれらの講座のテキスト作成に協力するとともに、毎年講師派遣を行ってきた。本年度も、
１０月に講座が開催され２名の講師を派遣した。以下に講座の概要を示す。
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１．石炭灰のゼオライト化技術

１．１　石炭灰の排出量

　石炭灰は、石炭火力発電所で微粉砕した石
炭をボイラー内で燃焼させ、溶融状態になっ
た灰が温度の低下に伴い粒子となったアッ
シュを指す。アッシュは大きさによって２種
類に分けられ、ボイラー出口の電気集塵機に
よって補集されるものをフライアッシュ、ボ
イラー内で粒子が相互に凝集し塊となってそ
の底部から排出・回収されるものはクリンカ
アッシュと呼ばれている。排出割合は９：１
でフライアッシュのほうが圧倒的に多い。平
成１５年度から２３年度までの国内における石炭
灰排出量と再利用率の推移を図１に示す。排
出量は毎年１，０００万トンを超えて近年は横ば
い状態となっている。一方、再利用率は平成
１５年の８５％から急速に上昇して、近年は９５％

以上が維持されており１）、アッシュの再利用
における企業努力が伺える。それでも年間数
十万トンは廃棄物として処理されており、今
後の大きな課題として残っている。なお、以
降の記載で「石炭灰」と表記するものはフラ
イアッシュを指す。

１．２　人工ゼオライトの概要

　石炭灰を原料にゼオライトを合成する技術
は愛媛大学の逸見らを筆頭に各機関で研究２）

されており、通称人工ゼオライトとして発表
されている。２００３年には前田建設工業株式会
社が年間３，０００トンの人工ゼオライト製造設
備を立ち上げ３）、人工ゼオライトフォーラム
の設立によって品質方針の決定や用途開発に
力が注がれてきた４）。
　一方、当社は科学技術振興機構の委託開発
により、�型ゼオライトの開発を実施した。
�型ゼオライトは、石炭灰と���溶液から製
造する人工ゼオライトで、このゼオライトの
イオン交換サイトにはカリウム（�）が担持さ
れている。従来は、石炭灰と����溶液でゼ
オライトを製造していたため、生成ゼオライ
トのイオン交換サイトにはナトリウムが担持
されており、用途によってはイオン交換処理

外部機関の活動状況紹介

木村化工機株式会社　開発部　山川　洋亮　

�������	
������������

　東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の爆発事故で飛散した放射性物質の除染
に、各種吸着材が利用されている。一方、震災後に火力発電所の再開や増設、新設がなされ電力
不足を補っている。しかし、火力発電所の燃料として石炭を利用する場合、廃棄物として石炭灰
が排出され、特に福島で排出されたものは問題視された時期もあった。当社では石炭灰を原料
にしてゼオライトを製造する装置を手がけてきた実績があり、本稿では特にセシウムの選択吸
着性に優れるチャバサイトの製造に関する技術を紹介する。
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する必要があった。
　従来法で製造したゼオライトと���溶液
から製造したゼオライトの大きな違いは結晶
構造であり、����と���から製造したゼオ
ライトはそれぞれ����１、チャバサイトとな
る。
　チャバサイトは、福島第一原子力発電所の
汚染水処理にも利用されているように、セシ
ウムの選択吸着に優れている。

１．３　チャバサイト製造技術

　チャバサイト（�型ゼオライト）は、石炭
灰と���溶液を混合し製造する。その反応
条件は石炭灰組成にも依存するが、反応温度
が１００℃以上、���濃度が２�����以上、反
応時間は５時間以上であり５）、石炭灰から製
造できる他のゼオライトに比べると極めて狭
い範囲でその条件を逸するとチャバサイトは
生成せずに他のゼオライトや鉱物が生成して
しまう。
　１０�３の反応容器で実証試験を実施してサン
プルを製造した時の原料である石炭灰と反応
後のチャバサイトの���回折図と���像を
図２及び図３に示す。

　図２の上段がチャバサイトの�線回折パ
ターンを示しており、石炭灰に元来含まれて
いる石英やムライトのピークはほぼ検出され
ていない。また、石炭灰表面が平滑であるの

に対し、チャバサイトは粒子表面が緻密な結
晶で覆われていることが図３からわかる。

１．４　チャバサイトの性質

　石炭灰を原料に製造したチャバサイトは、
陽イオン交換容量（���）が２５０������であっ
た。

　また、所定温度に設定した電気炉に２時間
曝し、大気中で２４時間放置後の吸水率を図４
に示す。元々吸水性が低い石炭灰に対し、
チャバサイトは７００℃�まで吸水性を保持し結
晶構造を維持するが、それ以上の温度に曝す
と急激に吸水性が低下し、非晶質化している
ことがわかる。

２．　チャバサイトの利用とコスト

２．１　チャバサイトの利用

　元々本プロジェクトは土壌改良材用資材と
して、植物の３大栄養素の一つであるカリウ
ムを担持したゼオライトを安価に製造するこ
とが目的であった。
　東日本大震災後、ゼオライトが放射性物質

�������	
����������
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����������
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の吸着に効果があることで脚光を浴び、東芝
�����システムでは放射性��の吸着剤とし
て天然チャバサイトが利用されている６）。
チャバサイトは特に��に対し選択吸着性を
示すことが既往の研究からわかっている６）。
　吸着剤としてゼオライトを使用すれば、高
温で非晶質化するため、放射性物質を外部に
漏らさないという利点もある。１．３の高温暴
露試験結果もそれを物語っている。

２．２　チャバサイト製造コスト

　製造コストは、仕様によりコストが変わる
装置費や人件費を除き、薬剤やユーティリ
ティコストを算出した。また、コストの大半
を���が占めるため、反応後の���溶液を
６０％再利用するものとした。コスト試算の結
果を図５に示す。

　図５は総コストに占める割合を表してお
り、この図で示す総コストはチャバサイト１
トン（乾量）あたり約￥１００，０００である。���
がコストの半分以上を占めるため、これを安
価に入手できればコストは大きく低減でき
る。また原料に石炭灰を使用するため、製造
装置を発電所内に設置できれば、廃熱利用に
より重油の削減も可能となる。

３．最後に

　福島第一原子力発電所事故の後処理は、日
本にとって２０２０年の東京五輪開催までの短期
間で解決させるべき大きな課題である。
　火力発電所から排出される石炭灰から放射
性物質の分離・除去に使用できるチャバサイ
トが製造できれば非常に有意義であり、当社
の製造技術が除染の一助となれば幸いである。
　なお、本技術は、元愛媛大学農学部逸見彰
男教授の知財を元に、平成１３年３月３０日から
平成１６年１１月３０日の間に木村化工機株式会社
が科学技術振興事業団（現�科学技術振興機
構）との委託開発契約「カリウム型人工ゼオ
ライトの製造装置」で実施した成果であるこ
とを最後に報告させて戴く。
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海外技術情報

事業計画部長　泉田　龍男
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１．貯蔵マニュアル制定の経緯

　イギリスではここ数十年間、放射性廃棄物
の貯蔵管理が大きな問題となっている。イン
グランドとウエールズでは、長期的な解決と
して地層処分（���）が考慮されているが、立
地も決まらず、処分開始までには多くの時間
を必要すると思われる。また、スコットラン
ドでは、極低レベル廃棄物の埋設のみが実施
されており、低レベル廃棄物の浅地層処分さ
え進展していない。
　イギリスでは、高放射能廃棄物（���，�
��������	
���
����
�）として以下のものを定
義している。
・高レベル廃棄物（���）
・中レベル廃棄物（���）
・低レベル処分施設での埋設に適合しない
低レベル廃棄物

　今回公表したガイダンスは、上記の高放射
能廃棄物の中間貯蔵に関するものであり、廃
棄物を所有する組織に対する実際の手引きと
なるよう意図している。また、少なくとも
１００年間貯蔵することとしている。対象組織
は、全ての原子力発電事業者とデコミッショ
ニング事業者、さらに軍事、研究及び医療事
業者も対象となる。
　ガイダンスでの基本要求事項は、地層処分
までの貯蔵を安全・安心に実施するためのエ

ンジニアリング技術を保持し続けることにあ
り、廃棄物の貯蔵と貯蔵する建屋に関す広範
囲な技術事項を述べている。この目的は、数
十年間の廃棄物貯蔵の際に遭遇する数々の問
題に、統一的に対処することにある。技術内
容は、廃棄物固化体の性能、固化体の検査と
監視、長期貯蔵、施設の検査と監視、貯蔵環
境の維持、固化体の修復である。
　注目すべきは、中レベル廃棄物（���）で
あり、高レベル廃棄物（���）よりも数量が
多く、ほとんどの原子力発電所で発生してい
る。特に、イギリスでは、���発電所（マグ
ノックス炉）が主流であり、今後のデコミッ
ショニングにより大量の黒鉛が���となる。
一方、���は燃料再処理で発生するが、数量
的には���よりもずっと少なく、しかもセラ
フィールドの再処理施設のみで生じる。
���はすでに種々の施設で貯蔵保管されて
いるが、���（英国廃止措置機関））が所有
する施設内に約６０，０００個の固化体がある。大
半はセラフィールドの施設に存在している
が、保管施設は１００年の耐久設計にはなって
いない。今後、数万個以上の固化体が原子力
施設及び発電施設のクリーンアップにより発
生する。今回のガイダンスは、既存の貯蔵施
設のみならず、今後発生するこれらの廃棄物
固化体の貯蔵と検査等の設計に役立つもので

　イギリスでは、低レベルの廃棄物埋設処分が実施されているが、高放射能廃棄物（再処理のガ
ラス固化体等の高レベル廃棄物、中レベル廃棄物、低レベル埋設処分に適さない廃棄物）の処分
施設計画が未定である。そのためこれらの廃棄物を安全に貯蔵しておく必要があるが、そのた
めの最初の手引書（ガイダンス）が公表１）されたので紹介する。
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ある。
　２０１１年８月にテスト版が産業界とその他の
関係者に公表された。意見集約後、２０１２年末
の���セミナーで正式版が公表された。
����、規制官庁、施設運転者等の出席の下
で、公表式典が���により開催された。
　このガイダンスは、���（原子力を中心と
した産業界や関係機関のプロジェクトチー
ム，�������		
���	����������������������
��������	�）により作成されたものであり、
このチームは現在も毎年貯蔵フォーラムを開
催している。

２．ガイダンスの内容

　ガイダンスの目的は、���廃棄物の中間
貯蔵から生じるすべての技術的な問題をカ
バーし、廃棄体と貯蔵施設の設計と検査を実
施可能なものとすることにある。長期間の貯
蔵による問題が大部分であるが、短期間で生
じる問題も対象としている。イギリスにある
���廃棄物は実に多様で規格化されていな
い。終戦後のマグノックス炉を基本とした研
究と実験が行われ、その後に数十年にわたり
数々の新型の発電プラントが作られた結果、
多種類の放射性廃棄物が生じることになっ
た。ガイダンスではこの多種多様性に対処す
るための多くの指針を示している。
　指針では、全体の枠組み、実行されるべき
項目のリスト、中間貯蔵のライフサイクルと
���廃棄物の特性の変化に関する研究の範
囲が示されている。運転経験やＲ＆Ｄにより
培われる技術や問題解決力は、ツールキット
（��������）として示されており、その中の個
別のツールも記述されている。
　確実な貯蔵には、貯蔵の全システムを理解
することが必要である。ガイダンスでは、廃
棄物固化体の管理と貯蔵への実施手法は、実
際の方法を記述した共通の原則の中からの選

択（アプローチ）し、さらに、その実施手段
を選択（ツールキット）する。加えて、貯蔵
の運転経験者、Ｒ＆Ｄ及び規制側からの
フィードバックに基づく「よい事例（�����
��������	）」が中心となっている。この方法
は、廃棄物の特性等により異なる貯蔵施設設
計を行うためにある。例えば、直近で手動操
作可能な廃棄物は、遠隔操作が必要な廃棄物
に比較してより容易に管理・維持ができるよ
うにする。

　全体枠組みでは以下の原則が適用される。
①廃棄物貯蔵のライフサイクル
　廃棄物固化体は、処分施設が将来長年に
わたり運転されないことを考慮して貯蔵容
器の長期健全性を管理すべきである。中間
貯蔵は一時的であり、廃棄物固化体は回復
可能な状態にし、処分施設、他の貯蔵施設
に移動可能にしておくべきである。
②正しい固化体－正しい貯蔵
　固化体の設計は、貯蔵の設計と整合すべ
きである。廃棄物の危険性と廃棄物貯蔵に
要求される品質を一致させる必要がある。
貯蔵システムでは、廃棄物の形態、その容
器、貯蔵環境と貯蔵建屋があるが、検査や
人的介入による安全システムは最小にすべ
きである。過剰設計や過少設計を排除すべ
きである。
③廃棄物発生の最小化
　廃棄物貯蔵施設の廃止措置の設計段階
で、これにより生じる廃棄物の効率的分
類・整理を行う。これにより不要な廃棄物
の発生を防ぐことができる。
④治療よりも予防
　貯蔵システムは、人的な介在が必要とな
るリスクを最小化すべきである。貯蔵シス
テムは定期的な検査と監視を行ない、将来
どのように改良されていくかを理解すべき
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である。
⑤設計への配慮
　貯蔵システムは、将来のニーズに対応で
きるように柔軟に設計すべきである。それ
は将来の不確実性と資金への対応等であ
る。
⑥効果的な知識管理
　現在実施している貯蔵の経験は、基準や
施設の設計開発を促進するため運転者に情
報提示すべきである。国外の貯蔵施設から
学んだことを共同研究に活用し、収集情報
は、イギリスの基準を構築する上で有効に
活用し経験とそれに基づく識見を利用する。

　ガイダンスでは以下の目標をたてている。
（１）固化体作成と貯蔵の能力を最大化する取

り組みを標準化する。固化体を作り直す
ことを最小限度に抑える。

（２）産業及び施設間の横断的な業務を促進
し、中間貯蔵での廃棄物固化体の長期管
理を共通の取り組みとして認知させる。

（３）貯蔵に関する計画、設計及び検査と監視
のプログラムを周知させる。

（４）廃棄物の固形化、貯蔵、輸送及び埋設処
分の相互関係の重要性を認識させる。

（５）規制側と利害関係者に対して���が実施
した今回の広範囲な業務の透明性を示
す。

　今回のガイダンスでの主要な４項目を示す。
Ａ：廃棄物固化体の能力と設計
　主な内容を下記に示す
　ａ）固化体設計

確かな固化体設計を実施するための概
念的なステップ。既存の固化体容器の
設計と材質のツールキット

　ｂ）基本的な安全機能に基づいた固化体作
成のアプローチ

　ｃ）最新の研究成果に基づいた廃棄物固化
体の改良を認識するための評価アプ
ローチ。これは、コンピュターによる
計算モデルであるツールキットがある

　ｄ）永続的な固化体の維持管理のアプロー
チ

Ｂ：貯蔵能力と設計
　主な内容を下記に示す。
　ａ）貯蔵設計のアプローチ
　ｂ）少なくとも１００年以上の長期間貯蔵へ

のアプローチ
　ｃ）環境制御へのアプローチ
　ｄ）塩の付着、湿度及び温度管理に対する

運転上の限界へのアプローチ
Ｃ：貯蔵システムの運転
　主な内容は以下である
　ａ）固化体移動に関するアプローチ
　ｂ）定置のアプローチ

ｃ固化体の安全機能を維持するための
アプローチ

　ｄ）固化体貯蔵の環境条件が、貯蔵の限界
時間や固化体の防御機能を変質させる
時期を評価するアプローチ

　ｅ）貯蔵の限界時間を維持すると共に、修
復技術のツールキットにより貯蔵の限
界時間を拡張するためのアプローチ

Ｄ：貯蔵システムの保証
　主な内容を下記に示す。
　ａ）進行中の検査と監視の結果が説明され

るためのシステムを設置するアプロー
チ

　ｂ）貯蔵システムの検査と監視に対する系
統的なアプローチ

　ｃ）貯蔵期間全体にわたる確かな信頼性を
示すための検査と監視の頻度を、明確
にする統計的なアプローチ

　ｄ）貯蔵システムの長期運転を保証するた
めの重要文書を明示するアプローチ
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　ｅ）模擬固化体や放射能の無い廃棄物など
を最適に配置するアプローチ

（以下省略）

３．まとめ

　イギリスは我が国と同様に、極低レベル廃
棄物と低レベル廃棄物のみが埋設処分されて
いる。その他の高レベル廃棄物（���）や中
レベル廃棄物（���）などは埋設処分の見通
しが立たないため、長期間の貯蔵管理を実施

する政策となっている。今後���の廃止措
置などで多量の中レベル廃棄物（���）の発
生が見込まれることから、今回の廃棄物貯蔵
に関するガイダンスが作成されたものと思わ
れる。
　我が国でも、福島サイトなどで廃棄物の長
期間の貯蔵管理が必要なる可能性が高く、今
回の事例は参考になるものが多いと考えられ
る。
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廃棄物処理事業推進部　秋山　武康
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１．はじめに

　米国において、いくつかの原子力発電所の
廃止措置が実施され、その費用情報は、米国
の規制委員会に提出されるレポート２）から利
用可能である。
　電力研究所（����）は７つの完了した廃
止プロジェクトと１つの進行中の廃止事業の
費用見積もりを調査し、費用に影響がある技
術的な要因について検討している。
　費用内訳は以下の分類に依った。なお３発
電所の人件費は識別されず、他の費用分類に
含まれている。
①解体・撤去費
　識別できる場合は除染を含む
②放射性廃棄物
　廃棄物の処分及び準備・輸送を含む
③人件費
　識別できる場合
④その他経費
　最終状況調査とサイト復元を含む
⑤使用済燃料
貯蔵設備、貯蔵容器、及び設備の運転費用
を含む

２．廃止措置費用

　調査した８発電所の概要を表１に、その廃
止措置費用を図１に示す。

　廃止措置費用見積における初期の方法論で
は費用を推定する指標として、発電所の発電
容量やサイズを使用した。しかしデータから
は、これらに明確な相関はない。サイトの最
終的な状態、廃棄物処分場へのアクセス、廃
棄物の輸送モードと距離、発電所の負荷時間
率及び破損燃料履歴など、廃止措置費用に影

　米国の電力研究所（����）が廃止措置費用と費用に影響する要因についてまとめており、そ
の概要が報告された１）。米国の８基の原子力発電所の廃止措置費用を、解体・撤去費、廃棄物費
用、人件費、その他費用のカテゴリーに分類し、廃炉の実績に基づいて廃止措置費用に影響する
技術的な要因を分析している。
　廃止措置費用の評価は今後日本でも精緻化が求められ、本報告のデータは今後廃止措置を計
画する際に役立つと考える。
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響を与える多くの変数がある。そこで費用区
分ごとのコスト要因から検討した。
（１）解体と撤去

　発電所の定格出力順に解体・撤去費を図２
に示すが、発電所の大きさと解体・撤去費に
相関があるようには見えない。
　�������	
��（９１３��）の非常に低い解体・
撤去費は、いくつかの建物を残した上での、
短い運転期間と長い安全貯蔵期間、及び積極
的な費用管理対策に起因する可能性がある。

（２）放射性廃棄物

　廃棄物総費用を図３に示す。放射性廃棄物
量は運転期間と比較的相関があり、その処理
単価は廃棄物発生量の増加に伴い安くなる傾
向がある（図４）。放射性廃棄物費用は、発電
所の立地（処分場と処分場までのアクセス）
や廃棄物処分場費用の影響を受ける。
　全グレードのコンクリートを処分した発電
所（�������	
��，���������	�
�����，
���������	��）は、廃棄物費用が高くなる。
��������	
�����１号機�（４１０��）の低い廃
棄物費用は、部分的に原子炉の廃棄が未了で
あることに依る。一段と高い���������	�

�������（６１９��）の廃棄物費用は、大規模
な土壌浄化によるものである。
�

（３）人件費

　人件費が識別されている５発電所における
人件費を図５に示す。

　発電所の停止から廃止措置の完了までを廃
止措置期間として表１から求め、人件費の全
廃止措置費に対する割合との関係を図６に示
す。図から、人件費は廃止措置期間と関係が
深く、廃止措置期間が長くなると人件費割合
が増加する傾向がある。
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（４）最終状況調査と使用済燃料管理

　各発電所の最終状況調査（���）費と、使
用済燃料管理費を、各々図７と図８に示す。
この両費用は、発電所サイズの増加に伴って
増加する傾向を示す。
　���������	�
�����
（６１９��）の���費は、
土壌・地下水のモニタリング及び修復がある
ため、比較的高くなっている。

　大容量発電所はより多くの使用済燃料を
生成し、より大きな使用済燃料貯蔵施設を必
要とする。また使用済燃料の管理費は発電所
の運転期間の長さにも依存し、例えば
��������	
�（１６７��）と���������	�
�����

（６１９��）は、他の発電所より運転期間が長
く、使用済燃料貯蔵費が高くなっている。
�

３．廃止措置費用内訳と費用分類の分析

　廃止措置費に占める各費用の割合は、人件
費が４４％、解体・撤去費が２４％、廃棄物費用
が１９％となる（図９）。

　人件費は廃止措置プロジェクトの長さに結
びついているため、廃止措置期間を短縮する
戦略が人件費を削減する。例えば、�������
����発電所の低人件費は、建物を解体しない
で残した事実と関連している可能性がある。
発電所で実行される他の時間節約戦略は、無
拘束開放のための調査をするかわりに、汚染
が確認されている構造物などを処分すること
を含む。しかし、そのような人件費の節約戦
略は、廃棄物費用とのバランスを考慮しなけ
ればならない。
　解体・撤去費は、放射線管理区域内の建物
の大きさ、汚染レベル、建屋内放射能除去戦
略（地上構造物を残すか、解体するか）など
の影響を受ける。このような要因は、廃止措
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置プロジェクト中での最適化にはあまり適し
ていないかもしれないが、慎重な管理と計画
が撤去費用の適正管理を助ける。
　廃棄物費用は、放射性廃棄物の処理・処分
に関連する費用である。構造物の調査費用は
人件費に割り当てられるので、フリーレリー
ズ費用とのバランスをとる必要がある。廃棄
物費用の容積単価が低い場合、放出のための
構造物の調査と除染の代わりに、放射性廃棄
物としてより多くの構造物を処分するのが費
用節約上有効である可能性がある。

４．まとめ

　原子力発電所は、運転、安全貯蔵及び廃止
活動期間中を通して、廃止措置費用の見積も
りを作成し、更新する必要がある。完了もし
くは現在進行中の廃止措置に関する費用の情
報とそれに関連する技術的な実績は、今後の
廃止措置プロジェクトを計画し、最適化する
ための知見を提供できる。
　今回分析した８発電所の廃止措置費用調査
から、最終的な状況調査費や使用済燃料の管
理費は、発電所の発電容量とサイズとともに
増加するが、それ以外の費用に対してはこの
傾向は明らかでない。
　廃止措置費用の内訳から、人件費が最も高

い割合であり、次いで解体・撤去費や廃棄物
処理費が高い割合となる。人件費は廃止措置
期間に直結するので、廃止措置期間を最適化
する戦略は、人件費を減らすことになる。し
かしプロジェクト期間を短くするためのいく
つかの戦略は撤去費および廃棄物費用を増加
させる可能性があるので、撤去費及び廃棄物
費用とバランスをとらなければならない。

　なお本報告１）のグラフから６発電所につい
ては廃棄物量がわかるので、廃棄物量と廃止
措置費用の関係を図１０に示す。データのない
２発電所を考慮する必要があるが、両者の相
関は高く、廃棄物量の増加に伴い廃止措置費
用が高くなる。従って廃止措置費用軽減のた
めには、廃棄物量を減少させる視点も重要で
ある。
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専務理事　澁谷　　進

���������������	
���������

　原子力関連施設の廃止を計画する場合、廃止措置の手法の選択は重要となる。����では、即
時解体撤去、安全貯蔵及び遮蔽隔離＊１の３オプションを示している。その安全基準において
����は「遮蔽隔離」は、施設を無制限にまたは制限付きで解放できる程度に放射性物質が減衰
するまで、施設や機器類を長期間に亘って閉じ込める手法と定義されている。
　����では、現在、廃止措置の安全基準を見直しているが、議論されている課題の一つは廃止
措置の「規制からの解放」という普遍的目的に鑑み、「遮蔽隔離」をどのように適用できるかと
いう点である。このため����は顧問会を立ち上げ「遮蔽隔離」の実施例の経験や教訓を収集、
議論し、国際的に同意された基準に従って「遮蔽隔離」を廃止措置手法として適用する際の規制
に必要な要求事項の検討を進めている１）。

１．����、���、���の廃止措置選択肢

　����の廃止措置安全基準（�����５）によ
れば、「廃止措置」とはある施設から部分的あ
るいはすべての規制要求を取り払うことを可
能にする行政的、技術的行為とされる（ただ
し、廃棄物の処分に対しては、「廃止措置」で
はなく「閉鎖」が用いられる）２）。
　����加盟国で実施あるいは検討されてい
る取り組みに基づく廃止措置手法について
は、�����５の１．５条に記載されているが、
「推奨される廃止措置手法は即時解体撤去で
ある」とする。
　����が廃止措置で最終状態を定義する際
に地域の状況や、ニーズ、将来の活用への期
待を許容していることは、アメリカの旧軍事
施設の廃止措置において適用された要求事項
と整合性が取れている。これらの施設に対し
ては、運転停止後に廃止措置が実施され、そ
れには監視測定と保守点検、除染及び場合に
よって解体撤去が含まれる。これらの措置は
施設が使命を終えるときに、作業員と公衆の

健康と安全そして環境の保護に適切に配慮を
払って実施される。廃止措置の最終の目標
は、敷地の無拘束解放あるいは限定再利用で
ある。���は保有する施設に対して明確に
は廃止措置手法を推奨していないが、遮蔽隔
離の適用を是認する文書を発行し、遮蔽隔離
を候補として選択し、適用可能とする一連の
手順を示している。���の軍事施設の廃止
措置は１９９５年の方針３）に基づき���環境管理
局によって主導され、将来の利用（居住、産
業、行楽など）を考慮したリスク・ベースに
基づく最終状態を規定する������４）の要
求事項に従って実施されている。この方針は
���と���の協働作業での結果であり、作
業員と公衆の健康と安全、環境の保護を保障
する廃止措置の手段を整備したもので、それ
は������と整合性を持ち、利害関係者の
関与を提供し、不必要な遅延なしにリクス低
減を達成できる。
　連邦規則�����１０，５０．２項では、認可され
た原子力発電所に対して、「廃止措置」を施設

＊１：遮蔽隔離（����������）の概念を正しく伝えられない恐れがあるが、広く流布しているためこ

こではそのまま使用する（訳者注）
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の供用から外し認可の終了ができるレベルま
で残留放射能を低減させること、と定義して
いる。廃止措置手法は、３つの選択肢、
�����、�������、������が考慮され
ている。
　これら����、���、���の３組織はすべ
て遮蔽隔離を認めているとは言え、その適用
は非常に状況依存的であること、また、
����の枠組みのなかでは、規定される手法
としては適さないかもしれないことも理解し
ている。このため、����は�����５の改訂
作業中で、そこでは遮蔽隔離はもはや「即時
解体撤去」、「安全貯蔵－解体撤去」とは同レ
ベルで考慮できない、すなわち、既存の施設
に対しては廃止措置の手法や通常の運転終了
に対する解決策でもなく、例外的な状況下
（過酷事故など）における対応策としてのみ考
慮されるべきである。この見解は、����が
１９９９年に発行した、廃止措置手法としてのサ
イト処分に関する出版物で支持されている５）。

２．遮蔽隔離を適用した実績

　これまで遮蔽隔離は、非常にまれな廃止措
置ケースとして採用された限られた実施経験
しかなく、それも僅かな国のみに集中してい
る（アメリカ４、グルジア１、スイス１、イ
タリア１）。
　適用経験が限られているため、����の枠
組みの中では遮蔽隔離の技術面や安全性に係
る詳細な指針は検討されてこなかった。
　近年においていくつかの加盟国では、廃止
措置における遮蔽隔離の適用について関心を
新たにしてきた。さらに、最近のアメリカで
の旧核物質生産炉の遮蔽隔離の経験や日本が
福島第一発電所の事故からの復旧において直
面している困難は、この選択肢を前面に押し
出している。複数の国際会議での議論は、遮
蔽隔離は廃止措置の選択肢として無視できな

いこと、遮蔽隔離の各国の経験を統合整理す
る必要があることを示した。廃止措置手法の
選択プロセスにおいて、遮蔽隔離を考慮でき
る根拠を提供するため、遮蔽隔離された施設
の長期間に亘る安全性の評価と実証に関する
規制上の要求を確認し明確にする必要がある。
　����は２０１２年８月にこのテーマに関する
最初の顧問会を開催した。４加盟国（ベル
ギー、フランス、ロシア、アメリカ）から５
名の代表者が参加し、遮蔽隔離の経験や適用
性に関する見通し、課題、採用にあたって考
慮すべき事項について共通認識を持った。

３．遮蔽隔離オプションの将来性

　遮蔽隔離の経験に関する議論の後、顧問
チームは遮蔽隔離を����の安全基準の枠組
みにどうすれば適合できるか、あるいは適合
できないか、検討を開始した。顧問チーム
は、遮蔽隔離を、（１）廃止措置、（２）放射性
廃棄物管理及び（３）修復、の３つの観点から
検討した。これらは����の安全基準「放射
性物質使用施設の廃止措置の安全性」２）、「放
射性廃棄物の処分前の管理」６）、「放射性廃棄
物の処分」７）、「過去の事業活動や事故で汚染
された土地の修復」８）の各文書内容と相互に
関わる。
　これらは遮蔽隔離に係る要件に触れてはい
るものの、いずれも遮蔽隔離を主に記載して
はいない。したがって、顧問チームは遮蔽隔
離を既存の基準枠組みに組み入れるため、解
決しなければならない重要課題に集中、焦点
を合わせることになった。

４．遮蔽隔離に対する廃止措置の要求事項

　����の廃止措置体系における要求事項の
最終的目標は、廃止措置が完了した施設や敷
地の最終状態が規制からの（放射線学的な目
的や影響に依存する制限が付く／付かない状
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態で）解放が可能となることを保証すること
である。
　これは公的には、与えられた認許可が終了
することを意味し、原則的には、施設はもは
や原子力施設とはされないし、周辺地域や敷
地は産業や公的目的に再利用可能となる。遮
蔽隔離された施設内に残存する放射性物質の
種類と量に応じて、施設が完全に規制から解
放されるまでには、数百年あるいは千年の期
間がかかるかもしれない。これは遮蔽隔離を
廃止措置基準の枠組みにおいて採用する際の
根本的な課題であり、適切な規制要求を確立
するにあたっての重要な考慮事項である。目
標が施設の規制解放とすれば、受け入れられ
る「待ち時間」は如何ほどになるか？一旦遮
蔽隔離されたら、それはなお「施設」である
のか？

５．遮蔽隔離での廃棄物管理の要求事項

　施設が遮蔽隔離された場合、それを事実上
の浅地中処分と見なすことで規制枠組みにお
ける廃棄物管理の条項を適用可能と考えられ
るかもしれない。この観点では、����の廃
棄物管理基準は適用できない。なぜなら、廃
棄物処分施設は特定のサイト条件や選定に対
する要求事項、特定の設計、建設、操業そし
て「閉鎖」の要求事項に従って進められる想
定に基づく。遮蔽隔離を廃棄物管理基準に適
合させることは、サイト選定から操業までの
要求事項を無視し、閉鎖の要求事項のみへの
適合を企てることを意味するであろう。他の
要求事項へのバックフィットは実現性がない
し合理的でもないであろう。また、その施設
はそれ自体廃棄物なのかどうかという疑問も
起こる。検討すべきことのひとつは、残存汚
染（例えば放射化金属）は、もし廃止措置プ
ロセスにおいて除去される計画でない場合、
「廃棄物」であるのかどうかである。文献７）を

適用すれば、廃棄物は処分施設の受け入れ基
準に適合するように処理される。遮蔽隔離に
おいては、廃棄物や機材の何か前処理や調整
が残ったとしても、それは最小限である。
　顧問チームはまた、廃棄物管理の枠組みの
中では、遮蔽隔離は「貯蔵」あるいは「処分」
施設のどちらを成すのかも検討している。文
献７）によれば、貯蔵と処分は次のように記載
されている。
　「処分」とは、放射性廃棄物をもはや回収す
る意図なしに、ある施設やある場所に定置す
ることとされる。処分は、廃棄物を受動的構
造物と自然地形によって封じ込め、また、接
近可能な生物圏から付随する危険によって必
要とされるだけ隔離するよう計画される。
「処分」は回収が意図されないことを意味し、
回収が不可能であることを意味してはいな
い。処分の基準体系における課題は、施設を
埋めるのに採用される一般的な障壁（コンク
リート、粘土）や浅地中の定置状態が、内蔵
放射能の減衰期間中の隔離を保証できるほど
十分な長期間耐えられかどうかである。
　対照的に、「貯蔵」とは放射性廃棄物を回収
することを意図して、ある施設やある場所に
保持することとされる。二つの手段「処分」
も「貯蔵」とも廃棄物を閉じ込め必要とされ
る程度だけ生物圏から隔離するよう計画され
る。重要な相違点は、貯蔵は一時的な方策で
あって、それに続き、何か将来の行為が計画
されることである。廃棄物のさらなる処理や
パッキングなどがなされ、最終的には処分さ
れる。したがって、貯蔵の基準体系での課題
は、遮蔽隔離は最終行為と見なされ、回収や
それに類する行為は想定され得ないことであ
る。
　もし遮蔽隔離が最終行為とみなされるな
ら、「処分」が適切であろう。しかし、その
場合には議論を解体のレベルに転じる必要が
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あり、残留放射能の種類と量が浅地中処分施
設の概念と整合することの保障が要求される。
あるいは、遮蔽隔離が暫定的な行為であれば、
その時は貯蔵の定義が適用可能であろう。
　アメリカにおける最近の遮蔽隔離の適用で
はこれらの論点が注意深く検討された。
���では、廃止措置は������４）に基づく
修復として実施される。放射性廃棄物の処分
は、����������４３５．１�放射性廃棄物管理
（１９９９年１１月）で管理される。���等は、���
の施設が遮蔽隔離されるときに����������
４３５．１�の性能評価基準がどの程度適用される
べきか評価した。彼らは特定の条件が����
������４３５．１の適用性を規定すると結論し、
それらの条件を以下のようにしている。
（１）����������４３５．１の重要な要求事項に

従っていることを示す適合性保証が要求
される行為
－外部の汚染区域から汚染区域への低レ
ベルの汚染物、廃棄物を持ち込む
－施設内外の汚染区域での������に
基づく行為で発生した低レベル廃棄物
や汚染機材を継続的に受け入れるた
め、既存の施設や構築物を利用する
（新しい処分施設をつくるのと類似の
行為）

（２）����������４３５．１の重要な要求事項に
従っていることを示す適合性保証が要求
されない行為
－既存の廃棄物や機材、機器を原位置の
まま施設や構築物の中に残す
－機材や廃棄物を汚染区域の中から汚染
区域内の原位置で廃止措置される施設
に移動あるいは集荷する
－������に基づく行為で発生した廃
棄物を、個別の状況に応じてある汚染
区域から修復が実施されている他の
������汚染区域に持ち込む（���

指針では、この行為は新しい処分施設
をつくるわけではないので適合性保障
は不要）

　サバンナリバーの�������	
や��������	、
重水試験炉は適合性保障が要求されないやり
方で廃止措置（遮蔽隔離）が実施された。し
かし、遮蔽隔離の枠組みとして修復の要求事
項を採用する概念と可能性が導入された。

６．遮蔽隔離に対する修復の要求事項

　����の安全要求事項�����３�８）は、制御不
能事象（事故やある種の過去の事業活動）の
結果である残余放射能の影響を受けた地域の
修復に関する要求事項を明示している。修復
行為は、複数の要因（健康影響、費用－行為
によって生ずる廃棄物管理費用を含む、環境
影響）をバランスさせる意思決定プロセスに
よって正当化されると規定される。多くのオ
プションが評価・検討されるべきであるし、
また、最終目標はその領域を規制解除するこ
とではあるが、それが可能ではないかもしれ
ないことを認める。この要求事項は明確に遮
蔽隔離を排除する要素を含んでいないが、文
献８）は明確に「この文書の範囲は…廃止措置
行為を除く」と述べている。修復の基準体系
での課題は、現行の基準と規制以前の施設に
修復を適用することが期待できるかである。
さらに、����の基準体系においては、修復
が適用されるのは、汚染が以前から存在し、
そして廃止措置は施設のライフサイクル計画
の一環として保留されているような場合であ
る。言い換えれば、廃止措置は計画される行
為であって、一方修復は計画されなかった汚
染に対処するためになされる行為である。

７．結論

　遮蔽隔離は、廃止措置、処分、修復の３つ
の間の境界を不明瞭にする。それぞれに関連
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する要素を持つものの、いずれにも明確には
合致しない。����と遮蔽隔離を検討してい
る顧問チームは、遮蔽隔離の必要性を認めて
いる。顧問会は、遮蔽隔離の手法に基づいて
実施されたプロジェクトから得られた実践的

経験や知見・教訓を継続して評価するととも
に、遮蔽隔離が国際的に合意された基準に
従って適用されるための規制に係る要求や期
待を確認していく。顧問会には２０１３年中に作
業を完了することが期待されている。
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パートナーズ・ネットワーク会員　福村　信男

���������	
��
������������

　原子力発電所の廃止措置は、膨大な量の解体廃棄物を発生させるため、解体廃棄物の適切な対
策は、解体作業期間に影響を与え、解体費用にも影響する。福島の事故以来、欧州では、廃止措
置する原子力発電所が増加し、その所有者と地方自治体は、低費用廃止措置手法の開発を求めて
いる。円滑で環境に優しい廃止措置手法により、原子力が、持続性あるエネルギー源となりうる
ことを実証することが重要である。�����社＊）の数十年の���（除染と廃止措置）の活動経験か
ら開発した廃止措置費用削減のためのリスク概念に基づく解体廃棄物対策について報告し１）、我
が国における解体廃棄物対策システム構築への一助となることを期待したい。

１．���活動経験から得られた教訓

　�����社の過去数十年間の���活動経験か
ら、プラント情報消滅防止のための早期開始
計画、費用の１�３を占める廃棄物対策優先
廃止措置、解放できる対象物の特定、クリア
ランス可能な膨大な廃棄物の廃止措置中の取
扱い、及び裁断－梱包－汚染物処理のサイト
外搬出の一貫作業による廃止措置活動期間短
縮という教訓が得られた。

２．���活動の廃棄物対策

　代表的な���活動は、数段階に区分され、
各段階での廃棄物対策は、以下に示すように
重要である。
（１）初期計画

　���活動にとって重要なステップで、実現
可能な最短時間作業工程の決定、効率的な資
材の利用、初期放射能評価、サイト外処理作
業の決定と段階的リスクアプローチの実施計
画と廃棄物処理の円滑な流れ等の廃棄物対策
が含まれる。
　過去の活動で、計画の基礎が確立され、そ
の代表的な工程例を図１に示す。���活用
に適用できるスウェーデンの法的枠組みは、

最近国際的な枠組み（����、��������、
��等）と適合させており、�����社の���活
動概念は、この規制枠組みに適合しており、
リサイクルと放射性廃棄物の処分量最少化に
則している。

（２）放射能インベントリ評価

　信頼できる放射能インベントリ評価は、物
量や工程表や資源の有効予測に重要である。
このデータ解析は、３次元モデルで行われ、
廃棄物流のシミュレーションが可能である。
より正確な評価は、作業者の被ばく量と費用
評価に重大な影響を及ぼすため、データ品質
は重要である。過去に実施した代表的なス
ウェーデン���の評価結果を表１に示す。

＊）��社と�������	社の廃止措置サービスコンソーシアム

�������	
	�����

サイト
回復

解体
作業

修繕
作業

停止後
作業

燃料
取出運転

１～
２．５年

土地修復

３．５～
５年

プラント
消去

装置の
解体と
廃棄物
処理　

系統の
改善と体制
の設置

０～３年

保守
管理

２年

燃料
搬出

停止
５年前

活　動　計　画　立　案

最
終
運
転
停
止

建
屋
解
体
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（３）除染

　作業員の被ばく削減、廃棄物取り扱いの最
適化やクリアランスと解放基準達成のために
除染が必要である。これらには、全除染、局
部除染、塗装表面剥離とコンクリートの削り
取りとクリアランスや処分条件に適合するサ
イト外廃棄物取扱施設除染がある。

（４）解体

　解体作業は、部屋毎、系統毎に組織化され
るべきである。裁断－搬出は、廃棄物のサイ
ト内保管場所を最小にし、サイト外輸送がで
き、時間節約となる。部屋や建物のクリアラ
ンス作業準備は、全ての系統、装置や廃棄物
の撤去後開始される。

（５）廃棄物処理

　�������	社のサイト外廃棄物取扱施設で
は、既存の技術を使い高リサイクル率と低処
分量を達成している。サイト外処理廃棄物
は、除染や溶融する大型金属機器、焼却可能
な軟質廃棄物や乾燥放射性廃棄物、油やイオ
ン交換樹脂等がある。
　核種組成が、廃棄物処理にどんな影響を与
えるかという知識は重要で、後段の処理、中
間貯蔵や処分のために、廃棄物取扱い段階で
記録すべきである。

（６）建物取り壊し

　建物がクリアランスされ、承認されれば建
物取り壊しが出来る。

（７）廃棄物処分

　廃棄物処分のための受入基準（���）と関
連基準は、廃棄物分類（���、���、����）
により異なる。処分のために直接廃棄体化さ
れた廃棄物は、処分容器への最適梱包を考慮
した廃棄物管理計画に従い区分されるべきで
ある。
　���を考慮した計画や熟慮した処分容器
の選択や特注の梱包計画により、処分容量
は、激減し、費用も減少する。図２に高充填
率梱包の例を示す。

（８）裁断�搬出

　���サイトから廃棄物を撤去するための
裁断－搬出概念は、以下のような利点がある。
　・廃止活動期間の短縮（費用削減）
　・除染作業を早期着手可能にするための廃

棄物撤去
　・サイトが発電所サイトから解体サイトに

変わるため、立ち入りが容易となり安全
性が増大

　・廃棄物減容の最大化とリサイクル
　・最適化された廃棄物梱包の確実なサイト

�������	
�����

���������	
�������

インベントリ（�）比放射能
（����）＊放射能分類

コンクリート金属

７００００６０００～０汚 染 な し

１７００００＊＊１６００００－１極低・低レベル

２０００１０００１－２０低・低レベル

３００７００２０－１００中・低レベル

３００６００１００－１０００高・低レベル

４００２１００＞１０００高 レ ベ ル

＊）γ放出核種（���６０が主）
＊＊）主として壁面の表面汚染

����������	
���	�������
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外搬出
　・クリアランス測定のための好条件確保
　なお、主要な輸送は、���貨物輸送容器輸
送と大型機器での輸送が考えられる。

３．�����社の廃棄物対策概念

　原子力発電所の所有者の過去の廃止措置経
験に基づき、�����社が廃棄物対策概念を開
発した。これを図３に示す。この廃棄物対策
は、処理を最適化するために、汚染リスクと
放射能レベル分類に基づいたものになってい
る。汚染リスクが低いケーブル、モーターや
電気機器等は、除染し、再使用かリサイクル
か産業廃棄物となる。溶融は、黒鉛、���、
銅、アルミ等に、焼却は、可燃物に適用され
る。���金属のサイト外廃棄物処理は、サイ
ト内廃止措置活動時間の短縮化に寄与する。
この廃棄物対策概念を用いた���の廃棄物
処理の実績では、処分量が２�３まで減少し
た。

４．まとめ

　安全で、迅速で、低費用で環境に優しい下
記項目を網羅した解体廃棄物対策概念が提案
された。
　・リスクベースの廃棄物流れ分類
　・サイト内貯蔵量最少の裁断－搬出廃棄物

対策
　・リサイクルと処分容量最少化を重点化
　・実用済みの処理法
　・専用サイト外処理施設
　・関係者間の密接な協力
　・廃棄物対策処理と処分施設を含む強大な

計画
　・活動期間の最少化及び�����原則とプ
ラント知見を考慮した早期着手

　本論文は、廃棄物分類にリスク概念を導入
し、サイト内廃棄物貯蔵を最適化するため
に、サイト外処理施設で廃棄物処理する概念
を提案している事が特徴である。
　������が文部科学省の受託事業で平成
１６年度から平成１７年度にかけて「解体廃棄物
リサイクル技術開発」の一環として開発した
原子炉施設の解体工事の進捗に応じて発生す
る解体金属廃棄物の物流動作シミュレーショ
ンや廃棄物処理設備�再利用設備毎の稼働率、
廃棄物容器仮置きスペースの稼働率等の物流
評価データを算出し、金属廃棄物の発生から
再利用、処理・処分までのプロセスを時系列
的に一貫して評価できる金属廃棄物リサイク
ルプロセス統合評価システム��������Ⅱ
（���������	
���������	���	���Ⅱ）２）を開発し
たが、本論文の概念が、��������Ⅱの今後
の更新に役立つことが期待される。



－　３１　－

参考文献

１）�������	
��，��������“��������	�
���	�������
����������	�������	
��������������
�
�
�����������	
������������������”��������	
�����������

２）浅見知宏、他：「解体廃棄物リサイクル評価コードの開発」、デコミッショニング技報�����
��，����，�����

�������	
�����������

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 
  

 RP89
 

 



－　３２　－

�
�
�
�
�
�
�
	


�
�
�

�
�
�
�
�

東
海
事
務
所
   
 榎
戸
　
裕
二

　
米
国
で
は
、
寿
命
延
長
を
行
っ
た
ウ
イ
ス
コ
ン
シ
ン
州
の
�
�
�
�
�
�
�
�
原
子
力
発
電
所
（
運
転
期
間
３８
年
、
�
�
�
：
�５
８
万
�
�
�）
、
２０
０９
年
か
ら
停
止
中

の
フ
ロ
リ
ダ
州
の
�
��
��
��
	

��
�
３
発
電
所
（
運
転
期
間
約
４６
年
、
�
�
�
：
５６
万
ｋ
�
�）
に
続
き
、
カ
リ
フ
ォ
ル
ニ
ア
州
の
サ
ン
オ
ノ
フ
レ
原
子
力
発
電
所

２
、
３
号
機
（
運
転
期
間
共
に
約
３０
年
、
�
�
�
：
１１
７
万
�
�
�）
（
サ
ン
オ
ノ
フ
レ
１
号
機
は
廃
止
措
置
中
）
及
び
東
京
電
力
福
島
第
一
発
電
所
と
同
じ
�
�
�
�

�
�
�
１
型
と
同
型
の
既
に
寿
命
延
長
し
た
バ
ー
モ
ン
ト
州
の
バ
ー
モ
ン
ト
ヤ
ン
キ
ー
発
電
所
（
運
転
期
間
４１
年
、
�
�
�
：
６５
万
ｋ
�
�）
の
恒
久
運
転
停
止
が

発
表
さ
れ
た
。
こ
の
結
果
、
運
転
中
の
原
子
力
発
電
所
は
年
当
初
か
ら
５
基
減
じ
て
９９
基
に
な
っ
た
。
廃
止
措
置
の
理
由
は
複
雑
で
あ
る
が
基
本
的
に
は
ト
ラ

ブ
ル
修
理
に
係
る
規
制
対
応
や
停
止
期
間
中
の
収
入
源
、
ま
た
廉
価
な
天
然
ガ
ス
と
の
価
格
競
争
も
大
き
な
要
因
で
あ
る
。
ト
ラ
ブ
ル
を
起
こ
し
た
場
合
、
原

子
力
発
電
所
の
コ
ス
ト
上
の
優
位
性
が
揺
る
ぐ
恐
れ
が
顕
在
化
し
た
。

　
ス
ペ
イ
ン
で
最
古
の
原
子
力
発
電
所
��
��
��
��
��
	�
�

��
�
��
�
�（
�
�
�
、４
６
万
６
千
�
�
�）
（
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
の
姉
妹
機
と
さ
れ
る
）
は
、２
００
９

年
に
４
年
間
の
寿
命
延
長
を
行
っ
た
が
、
再
延
長
を
行
わ
な
い
こ
と
か
ら
、
４２
年
間
の
運
転
後
恒
久
運
転
停
止
し
た
。

　
日
本
で
は
、
停
止
中
の
福
島
第
一
原
子
力
発
電
所
５
、
６
号
機
に
つ
い
て
内
閣
総
理
大
臣
か
ら
の
要
望
に
よ
り
、
東
京
電
力
は
恒
久
運
転
停
止
を
表
明
し
た
。

事
故
炉
の
処
理
に
全
精
力
を
投
入
す
る
こ
と
が
要
望
さ
れ
た
。
日
米
の
他
に
は
新
た
に
恒
久
運
転
停
止
を
宣
言
し
た
発
電
プ
ラ
ン
ト
は
な
い
。
世
界
の
運
転
停

止
し
た
発
電
炉
は
１０
月
末
現
在
で
１５
１
基
と
な
っ
た
。

�
�
�
�
�
�
�
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�
�
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�
�
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��
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�
��
�
�
�
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
４８
年

計
画
検
討
中

未
定

�
�
�

４０
８
�
�

１９
７７
�１
０
�０
６
～
１９
８９
�０
２
�２
５

ア
ル
メ
ニ
ア

－１
ア
ル
メ
ニ
ア

１
２０
１１
年

即
時
解
体

�
�
�

１２
�
�

１９
６２
�１
０
�１
０
～
１９
８７
�０
６
�３
０

�
�
－３

ベ
ル
ギ
ー

２

未
定

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�１
０
�２
８
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－１

ブ
ル
ガ
リ
ア

３
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
０
～
２０
０２
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－２
４

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－３
５

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８２
�０
６
�２
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

コ
ズ
ロ
ド
イ

－４
６

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２１
８
�
�

１９
６８
�０
９
�２
６
～
１９
８４
�０
５
�０
４

ダ
グ
ラ
ス
ポ
イ
ン
ト

カ
ナ
ダ

６
基

７
安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

２６
６
�
�

１９
７２
�０
５
�０
１
～
１９
７７
�０
６
�０
１

ジ
ェ
ン
テ
ィ
リ

－１
８

未
定

未
定

�
�
�
�

６７
５
�
�

１９
８２
�１
２
�０
４
～
２１
０２
�１
２
�１
４

ジ
ェ
ン
テ
ィ
リ

－２
９

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

２０
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
８７
�０
８
�０
１

ロ
ル
フ
ト
ン
�
�
�
－２

１０
未
定

未
定

�
�
�
�

５４
２
�
�

１９
７１
�１
０
�０
６
～
２０
０７
�０
５
�２
８

ピ
ッ
カ
リ
ン
グ

－�
２

１１
未
定

未
定

�
�
�
�

５４
２
�
�

１９
７２
�０
５
�０
３
～
２０
０８
�１
０
�３
１

ピ
ッ
カ
リ
ン
グ

－�
３

１２
２０
２７
年
以
前

解
体
計
画
作
成
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７２
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
５
�２
７

ビ
ュ
ジ
ェ
イ

－１

フ
ラ
ン
ス

１２
基

１３
２０
１９
年

圧
力
容
器
解
体
（
２０
１４
年
～
）

安
全
貯
蔵
後

�
�
�

３２
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
５
～
１９
９１
�１
０
�３
０

シ
ョ
ー
－�

１４
２０
２７
年

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８０
�
�

１９
６４
�０
２
�０
１
～
１９
７３
�０
４
�１
６

シ
ノ
ン
－�
１

１５
２０
２６
年

部
分
解
放
済
（
ス
テ
ー
ジ
Ⅱ
）

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�０
２
�２
４
～
１９
８５
�０
６
�１
４

シ
ノ
ン
－�
２

１６
２０
３３
年

安
全
貯
蔵
中

�
�
�

４８
０
�
�

１９
６６
�０
８
�０
４
～
１９
９０
�０
６
�１
５

シ
ノ
ン
－�
３

１７

未
定

安
全
貯
蔵
中
（
Ｃ
の
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

４３
�
�

１９
５９
�０
４
�２
２
～
１９
８０
�０
２
�０
２

マ
ル
ク
ー
ル

－�
２

１８
�
�
�

４３
�
�

１９
６０
�０
４
�０
４
～
１９
８４
�０
６
�２
０

マ
ル
ク
ー
ル

－�
３

１９
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
１６
年

原
子
炉
解
体
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

７５
�
�

１９
６８
�０
６
�０
１
～
１９
８５
�０
７
�３
１

モ
ン
ダ
レ
ー
�
�４

フ
ラ
ン
ス

１２
基

２０
２０
３２
年

安
全
貯
蔵
準
備
作
業
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
６９
�０
６
�０
１
～
１９
９０
�０
４
�１
８

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－�
１

２１
２０
２８
年

�
�
�

５３
０
�
�

１９
７１
�１
１
�０
１
～
１９
９２
�０
５
�２
７

サ
ン
ロ
ー
ラ
ン

－�
２

２２
２０
２６
年

�
�処
理
継
続

即
時
解
体

�
�
�

１２
４１
�
�

１９
８６
�１
２
�０
１
～
１９
９８
�１
２
�３
１

ス
ー
パ
フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２３
２０
２３
年

「
最
終
運
転
停
止
段
階
」
で
燃
料
撤
去

即
時
解
体

�
�
�

１４
２
�
�

１９
７４
�０
７
�１
４
～
２０
１０
�０
２
�０
１

フ
ェ
ニ
ッ
ク
ス

２４

２０
１２
年

解
体
中
、
サ
イ
ト
の
部
分
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７４
�０
７
�０
２
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－１

ド
イ
ツ

２７
基

２５
�
�
�

４４
０
�
�

１９
７５
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
２
�１
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－２
２６

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７８
�０
５
�０
１
～
１９
９０
�０
２
�２
８

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－３
２７

�
�
�

４４
０
�
�

１９
７９
�１
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�２
２

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－４
２８

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８９
�１
１
�０
１
～
１９
８９
�１
１
�２
４

グ
ラ
イ
ス
バ
ル
ト

－５
２９

１９
９８
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２５
�
�

１９
７０
�０
７
�０
２
～
１９
７１
�０
４
�２
０

グ
ロ
ス
ヴ
ェ
ル
ツ
ハ
イ
ム
（
�
�
�
）

３０
２０
０６
年
完
了

設
備
・
機
器
の
解
体
撤
去
（
建
家
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
６７
�０
４
�１
２
～
１９
７７
�０
１
�１
３

グ
ン
ド
レ
ミ
ン
ゲ
ン
（
�
�
�
－�
）

３１
２０
１３
年

設
備
・
設
備
の
解
体
撤
去
済

即
時
解
体

�
�
�
�

１５
�
�

１９
６９
�０
５
�０
９
～
１９
８８
�１
２
�３
１

�
�
�
実
験
炉

３２
２０
１０
年

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
�
�

１９
６２
�０
２
�０
１
～
１９
８５
�１
１
�２
５

カ
ー
ル
�
�
�

３３
２０
１３
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

２０
�
�

１９
７９
�０
３
�０
３
～
１９
９１
�０
８
�２
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
へ
�
�
�
－Ⅱ

３４
２０
１１
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�

５７
�
�

１９
６６
�１
２
�１
９
～
１９
８４
�０
５
�０
３

カ
ー
ル
ス
ル
ー
エ
�
�
�
�

３５
２０
１３
年
解
体
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
１３
年
ま
で
の
２５
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
８
�
�

１９
６８
�１
０
�０
１
～
１９
７９
�０
１
�０
５

リ
ン
ゲ
ン
（
�
�
�
）

３６
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１３
０２
�
�

１９
８７
�０
８
�０
１
～
１９
８８
�０
９
�０
９

ミ
ュ
ル
ハ
イ
ム
・
ケ
ー
ル
リ
ッ
ヒ

３７
１９
９５
年
完
了

解
体
及
び
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１０
６
�
�

１９
７３
�０
１
�０
１
～
１９
７４
�０
７
�２
１

ニ
ダ
ー
ア
イ
ヒ
バ
ッ
ハ
（
�
�
�
）

３８
２０
１２
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

７０
�
�

１９
６６
�１
０
�１
１
～
１９
９０
�０
６
�０
１

ラ
イ
ン
ス
ベ
ル
グ

３９
２０
１５
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
２
�
�

１９
７２
�０
５
�１
９
～
２０
０３
�１
１
�１
４

シ
ュ
タ
ー
デ

４０
未
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
２７
年
ま
で
の
３０
年
間
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

３０
８
�
�

１９
８７
�０
６
�０
１
～
１９
８８
�０
４
�２
０

�
�
�
�
－３
００

４１
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

６７
０
�
�

１９
７５
�１
１
�１
１
～
１９
９４
�０
８
�２
６

ヴ
ュ
ル
ガ
ッ
セ
ン

４２
２０
２０
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

３５
７
�
�

１９
６９
�０
３
�３
１
～
２０
０５
�０
５
�１
１

オ
ビ
リ
ッ
ヒ
ハ
イ
ム

４３
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
６７
�
�

１９
７４
�０
８
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４４
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１２
４０
�
�

１９
７６
�０
４
�２
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ビ
ブ
リ
ス
�

４５
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７７
１
�
�

１９
７６
�０
７
�１
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ブ
ル
ン
ス
ビ
ュ
ッ
テ
ル

４６
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８７
８
�
�

１９
７７
�１
２
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

イ
ザ
ー
ル
１

４７
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４６
�
�

１９
８３
�０
９
�２
８
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ク
リ
ュ
ン
メ
ル

４８
未
定

未
定

未
定

�
�
�

７８
５
�
�

１９
７６
�０
６
�０
３
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ネ
ッ
カ
ー
ヴ
ェ
ス
ト
ハ
イ
ム
１

４９
未
定

未
定

未
定

�
�
�

８９
０
�
�

１９
７９
�０
５
�０
５
～
２０
１１
�０
８
�０
６

フ
ィ
リ
ッ
プ
ス
ベ
ル
グ
１

５０
未
定

未
定

未
定

�
�
�

１３
４５
�
�

１９
７８
�０
９
�２
９
～
２０
１１
�０
８
�０
６

ウ
ン
タ
ー
ヴ
ェ
ー
ザ
ー

５１
２０
１６
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

８８
２
�
�

１９
８１
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

カ
オ
ル
ソ

イ
タ
リ
ア

５２
２０
１５
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
６
�０
１
～
１９
８２
�０
３
�０
１

ガ
リ
グ
リ
ア
ー
ノ

５３
２０
２０
年

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
０
�
�

１９
６４
�０
１
�０
１
～
１９
８７
�１
２
�０
１

ラ
テ
ィ
ー
ナ

５４
２０
１４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２７
０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
７
�０
１

ト
リ
ノ
・
ヴ
ェ
ル
チ
ェ
レ
ッ
セ

５５
１９
９６
年
完
了

建
物
解
体
撤
去
、
サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１３
�
�

１９
６３
�１
０
�２
６
～
１９
７６
�０
３
�１
８

動
力
試
験
炉
（
��
�
�
）

日
本
９
基

５６



－　３４　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
１７
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６６
�０
７
�２
５
～
１９
９８
�０
３
�３
１

東
海
発
電
所

日
本

９
基

５７
２０
３３
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�
�
�

１６
５
�
�

１９
７９
�０
３
�２
０
～
２０
０３
�０
３
�２
９

「
ふ
げ
ん
」

５８

２０
３６
年

解
体
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

５４
０
�
�

１９
７６
�０
３
�１
７
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
１
号
機

５９
�
�
�

８４
０
�
�

１９
８７
�１
１
�２
９
～
２０
０９
�０
１
�３
０

浜
岡
発
電
所
２
号
機

６０
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

４６
０
�
�

１９
７０
�１
１
�１
７
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
１
号
機

６１
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７３
�１
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
２
号
機

６２
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７４
�１
０
�２
６
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
３
号
機

６３
２０
４０
年
～
５０
年
目
標

ロ
ー
ド
マ
ッ
プ
に
基
づ
き
事
前
準
備
開
始

未
定

�
�
�

７８
４
�
�

１９
７８
�０
２
�２
４
～
２０
１１
�０
５
�２
０

福
島
第
一
４
号
機

６４
２０
７５
年
頃

廃
止
措
置
計
画
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

９０
�
�

１９
７３
�０
７
�１
６
～
１９
９９
�０
４
�２
２

�
�
－３
５０

カ
ザ
フ
ス
タ
ン

６５

未
定

運
転
停
止

未
定

�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８３
�１
２
�３
１
～
２０
０４
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ア

－１
リ
ト
ア
ニ
ア

６６
�
�
�
�

１３
００
�
�

１９
８７
�０
８
�２
０
～
２０
０９
�１
２
�３
１

イ
グ
ナ
リ
ナ

－２
６７

２０
４５
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
６９
�０
３
�２
６
～
１９
９７
�０
３
�２
６

ド
ー
テ
バ
ル
ト

オ
ラ
ン
ダ

６８

不
明

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
８
�
�

１９
６４
�０
４
�２
６
～
１９
８３
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－１

ロ
シ
ア

６９
�
�
�
�

１６
０
�
�

１９
６９
�１
２
�０
１
～
１９
９０
�０
１
�０
１

ベ
ロ
ヤ
ル
ス
ク

－２
７０

不
明

安
全
貯
蔵
終
了
し
解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２１
０
�
�

１９
６４
�１
２
�３
１
～
１９
８４
�０
２
�１
６

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－１
７１

�
�
�

３６
５
�
�

１９
７０
�０
４
�１
４
～
１９
９０
�０
８
�２
９

ノ
ボ
ボ
ロ
ネ
ジ

－２
７２

不
明

燃
料
撤
去
後
博
物
館
化
さ
れ
た
。

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

６
�
�

１９
５４
�１
２
�０
１
～
２０
０２
�０
４
�２
９

オ
ブ
ニ
ン
ス
ク
�
�
�
－１

７３
２０
５７
年
頃

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１４
３
�
�

１９
７２
�１
２
�２
５
～
１９
７７
�０
２
�２
２

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１

ス
ロ
バ
キ
ア

７４

２０
６２
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

即
時
解
体

�
�
�

４４
０
�
�

１９
８０
�０
４
�０
１
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１
－１

７５
�
�
�

４４
０
�
�

１９
８１
�０
１
�０
１
～
２０
０８
�１
２
�３
１

ボ
フ
ニ
チ
ェ

－�
１
－２

７６
２０
２８
年
以
降

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

５０
０
�
�

１９
７２
�０
５
�０
６
～
１９
８９
�１
０
�１
９

バ
ン
デ
ロ
ス

－１
ス
ペ
イ
ン

７７
不
明

廃
止
措
置
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

１５
０
�
�

１９
６８
�０
７
�１
４
～
２０
０６
�０
４
�３
０

ホ
セ
・
カ
ブ
レ
ラ

－１
７８

未
定

未
定

未
定

Ｂ
Ｗ
Ｒ

４６
６
�
�

１９
７１
�０
３
�０
２
～
２０
１３
�０
７
�３
１

サ
ン
タ
マ
リ
ア
デ
ル
ガ
ロ
ー
ニ
ャ

７９
２０
４０
年
頃

安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
�
�

１９
６４
�０
５
�０
１
～
１９
７４
�０
６
�０
２

オ
ゲ
ス
タ

ス
ウ
ェ
ー
デ
ン

８０

２０
２０
年
頃
解
体
開
始

安
全
貯
蔵
中
（
�
�
�
－２
処
分
場
開
設
待
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７５
�０
７
�０
１
～
１９
９９
�１
１
�３
０

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－１
８１

�
�
�

６１
５
�
�

１９
７７
�０
３
�２
１
～
２０
０５
�０
５
�３
１

バ
ー
セ
ベ
ッ
ク

－２
８２

１９
９４
年
完
了

解
体
し
サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵
後

�
�
�
�
�

６
�
�

１９
６８
�０
１
�２
９
～
１９
６９
�０
１
�２
１

ル
ー
セ
ン

ス
イ
ス

８３

解
体
、
敷
地
除
染
修
復

（
２０
４６
～
２０
６５
年
）

安
全
貯
蔵
中
（
２０
４５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
７
～
１９
９６
�１
１
�３
０

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－１

ウ
ク
ラ
イ
ナ

８４
�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
７８
�０
５
�２
８
～
１９
９１
�１
０
�１
１

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－２
８５

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８２
�０
８
�２
７
～
２０
００
�１
２
�１
５

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－３
８６

�
�
�
�

１０
００
�
�

１９
８４
�０
３
�２
６
～
１９
８６
�０
４
�２
６

チ
ェ
ル
ノ
ブ
イ
ル

－４
８７

２０
７４
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１３
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�０
６
�１
２
～
１９
８９
�０
３
�３
１

バ
ー
ク
レ
－１

イ
ギ
リ
ス

２９
基

８８
�
�
�

１６
６
�
�

１９
６２
�１
０
�２
０
～
１９
８８
�１
０
�２
６

バ
ー
ク
レ
－２

８９
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
１５
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�０
７
�０
１
～
２０
０２
�０
３
�３
１

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－１
９０

�
�
�

１４
６
�
�

１９
６２
�１
１
�１
２
～
２０
０２
�０
３
�３
０

ブ
ラ
ッ
ド
ウ
ェ
ル

－２
９１

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５６
�１
０
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－１
９２

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�０
２
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－２
９３



－　３５　－

廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

８０
年
の
安
全
貯
蔵
期
間

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０６
年
～
２０
２６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５８
�０
５
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－３

イ
ギ
リ
ス

２９
基

９４
�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
４
�０
１
～
２０
０３
�０
３
�３
１

コ
ー
ル
ダ
ー
ホ
ー
ル

－４
９５

６５
年
間（
２０
８１
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１６
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
２
�０
５
～
１９
９０
�０
３
�３
０

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－�
１

９６
�
�
�

１７
３
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�１
２
�３
１

ハ
ン
タ
ー
ス
ト
ン

－�
２

９７
８０
年
間（
２０
９５
年
ま
で
）

安
全
貯
蔵
後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０４
年
～
２０
１４
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
３
�３
０
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－�
１

９８
�
�
�

２６
７
�
�

１９
６５
�０
５
�０
５
～
２０
００
�０
５
�２
３

ヒ
ン
ク
レ
ー
ポ
イ
ン
ト

－�
２

９９
２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
（
２０
１３
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６７
�１
１
�０
７
～
２０
１２
�０
２
�２
９

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
�１

１０
０

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
（
２０
１３
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６８
�０
４
�０
６
～
２０
１１
�０
６
�３
０

オ
ー
ル
ド
ベ
リ
ー
�２

１０
１

２０
８８
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
１９
９５
年
～
２０
１２
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
６

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－１
１０
２

�
�
�

２３
．６
�
�

１９
６５
�０
３
�２
４
～
１９
９１
�０
２
�０
４

ト
ロ
ー
ス
フ
ィ
ニ
ッ
ド

－２
１０
３

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
３
�２
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－�
１

１０
４

�
�
�

２４
５
�
�

１９
６６
�０
９
�１
５
～
２０
０６
�１
２
�３
１

サ
イ
ズ
ウ
ェ
ル

－�
２

１０
５

２１
０２
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
０９
年
～
２０
１７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
０
�２
８
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－�
１

１０
６

�
�
�

２３
０
�
�

１９
６５
�１
２
�３
０
～
２０
０６
�１
２
�３
１

ダ
ン
ジ
ネ
ス

－�
２

１０
７

２１
１６
年
ま
で
安
全
貯
蔵

後
解
体
、
２１
２８
年
に
サ

イ
ト
解
放
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－１
１０
８

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－２
１０
９

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－３
１１
０

１
～
３
号
機
と
同
じ

安
全
貯
蔵
準
備
中
（
２０
１１
年
～
２０
１８
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

６０
�
�

１９
５９
�０
３
�０
１
～
２０
０４
�０
６
�２
９

チ
ャ
ペ
ル
ク
ロ
ス

－４
１１
１

２１
０１
年
終
了
予
定

安
全
貯
蔵
準
備
（
２０
１４
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

５５
０
�
�

１９
７１
�６
�２
１
～
２０
１２
�０
４
�２
５

ウ
イ
ル
フ
ァ
ー

－２
１１
２

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

１４
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７７
�０
３
�０
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１１
３

２０
２４
年

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

２５
０
�
�

１９
７６
�０
７
�０
１
～
１９
９４
�０
３
�３
１

ド
ン
レ
ー
�
�
�

１１
４

２０
２８
年

解
体
中

解
体
へ
変
更

�
�
�

３６
�
�

１９
６３
�０
２
�０
１
～
１９
８１
�０
４
�０
３

ウ
イ
ン
ズ
ケ
ー
ル
�
�
�
�

１１
５

２０
４２
年
へ
変
更

解
体
中
（
２０
１５
年
完
了
予
定
）

解
体
へ
変
更

�
�
�
�
�

１０
０
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９０
�０
９
�１
１

ウ
イ
ン
フ
リ
ス
�
�
�
�
�

１１
６

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

７１
�
�

１９
６５
�１
１
�０
１
～
１９
９７
�０
８
�２
９

ビ
ッ
グ
ロ
ッ
ク
ポ
イ
ン
ト

ア
メ
リ
カ

３５
基

１１
７

２０
１９
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２４
�
�

１９
５７
�１
０
�１
９
～
１９
６３
�１
２
�０
９

�
�
バ
レ
シ
ト
ス

１１
８

不
明

不
明

安
全
貯
蔵

�
�
�

８９
０
�
�

１９
７７
�０
３
�１
３
～
２０
１３
�０
２
�０
５

ク
リ
ス
タ
ル
リ
バ
ー

－３
１１
９

２０
０９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�
�
�

１９
�
�

１９
６３
�１
２
�１
８
～
１９
６７
�０
１
�０
１

�
�
�
�

１２
０

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
２０
０７
年
～
２０
２７
年
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
７
�
�

１９
６０
�０
７
�０
４
～
１９
７８
�１
０
�３
１

ド
レ
ス
デ
ン

－１
１２
１

１９
７４
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

２４
�
�

１９
６４
�０
７
�０
１
～
１９
６８
�０
２
�０
１

エ
ル
ク
リ
バ
ー

１２
２

２０
１２
年
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６５
�
�

１９
６６
�０
８
�０
５
～
１９
７２
�０
９
�２
２

エ
ン
リ
コ
・
フ
ェ
ル
ミ

－１
１２
３

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

２０
�
�

１９
６５
�０
１
�０
１
～
１９
９４
�０
９
�０
１

�
�
�
－Ⅱ

１２
４

７５
年
間
��
�
後
解
体

��
�（
繭
化
）方
式
の
安
全
貯
蔵
準
備
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

８６
０
�
�

１９
６６
�０
４
�０
１
～
１９
８８
�０
２
�０
１

ハ
ン
フ
ォ
ー
ド
Ｎ
原
子
炉

１２
５

１９
９７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�
�

３４
２
�
�

１９
７９
�０
７
�０
１
～
１９
８９
�０
８
�２
９

フ
ォ
ー
ト
・
セ
ン
ト
・
ブ
レ
イ
ン

１２
６

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
３
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９６
�１
２
�０
５

ハ
ダ
ム
ネ
ッ
ク
（
�
・
�
）

１２
７

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
１０
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

８４
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６４
�０
９
�０
１

ハ
ー
ラ
ム

１２
８

２０
１８
年
完
了
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵
後

�
�
�

６５
�
�

１９
６３
�０
８
�０
１
～
１９
７６
�０
７
�０
２

フ
ン
ボ
ル
ト
・
ベ
イ
ー

－３
１２
９

２０
２６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
～
２０
１３
年

安
全
貯
蔵

�
�
�

２７
７
�
�

１９
６２
�１
０
�０
１
～
１９
７４
�１
０
�３
１

イ
ン
デ
ア
ン
・
ポ
イ
ン
ト

－１
１３
０
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廃
止
措
置
完
了

（
予
定
）
時
期

廃
止
措
置
現
状

廃
止
措
置

方
式

炉
　
型

電
気
出
力

（
グ
ロ
ス
）

運
　
転
　
期
　
間

施
　
　
設
　
　
名

国
�
�．

２０
２６
年
完
了
予
定

解
体
予
定

安
全
貯
蔵

�
�
�

５３
�
�

１９
６９
�１
１
�０
７
～
１９
８７
�０
４
�３
０

ラ
ク
ロ
ス

ア
メ
リ
カ

３５
基

１３
１

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

９０
０
�
�

１９
７２
�１
２
�２
８
～
１９
９７
�０
８
�０
１

メ
イ
ン
ヤ
ン
キ
ー

１３
２

未
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�

６８
４
�
�

１９
７１
�０
３
�０
１
～
１９
９８
�０
７
�０
１

ミ
ル
ス
ト
ン

－１
１３
３

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

６６
�
�

１９
６６
�０
７
�０
２
～
１９
６７
�１
０
�０
１

パ
ス
フ
ァ
イ
ン
ダ
ー

１３
４

２０
３４
年
以
降
予
定

安
全
貯
蔵
中

安
全
貯
蔵

�
�
�
�

４２
�
�

１９
６７
�０
６
�０
１
～
１９
７４
�１
１
�０
１

ピ
ー
チ
ボ
ト
ム

－１
１３
５

１９
６９
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

そ
の
他

１２
�
�

１９
６３
�１
１
�０
１
～
１９
６６
�０
１
�０
１

ピ
カ
ー

１３
６

１９
７０
年
完
了

隔
離
中
（
放
射
能
減
衰
に
１２
０
年
以
上
）

遮
へ
い
隔
離

�
�
�

１８
�
�

１９
６５
�０
９
�０
１
～
１９
６８
�０
６
�０
１

プ
エ
ル
ト
リ
コ
ボ
ー
ナ
ス

１３
７

２０
０９
年
完
了

許
認
可
解
除
（
建
物
残
存
）

即
時
解
体

�
�
�

９１
７
�
�

１９
７５
�０
４
�１
７
～
１９
８９
�０
６
�０
７

ラ
ン
チ
ョ
セ
コ

－１
１３
８

２０
３０
年
完
了
予
定

解
体
中

即
時
解
体

�
�
�

４５
６
�
�

１９
６８
�０
１
�０
１
～
１９
９２
�１
１
�３
０

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－１
１３
９

未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
２７
�
�

１９
８２
�０
９
�２
０
～
２０
１３
�０
６
�１
２

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－２
１４
０

未
定

未
定

未
定

�
�
�

１１
２８
�
�

１９
８３
�０
９
�２
５
～
２０
１３
�０
６
�１
３

サ
ン
オ
ノ
フ
レ

－３
１４
１

１９
８９
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

６０
�
�

１９
５７
�１
２
�０
２
～
１９
８２
�１
０
�０
１

シ
ッ
ピ
ン
グ
ポ
ー
ト

１４
２

１９
９５
年
完
了

解
体
済

即
時
解
体

�
�
�

８８
０
�
�

運
転
開
始
し
な
い
で
閉
鎖

シ
ョ
ー
ハ
ム

１４
３

２０
３６
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
中
（
１
号
機
同
時
解
体
）

安
全
貯
蔵

�
�
�

９５
９
�
�

１９
７８
�１
２
�３
０
～
１９
７９
�０
３
�２
８

ス
リ
ー
マ
イ
ル
ア
イ
ラ
ン
ド

－２
１４
４

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１１
５５
�
�

１９
７６
�０
５
�２
０
～
１９
９２
�１
１
�０
９

ト
ロ
ー
ジ
ャ
ン

１４
５

２０
０７
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

即
時
解
体

�
�
�

１８
０
�
�

１９
６１
�０
７
�０
１
～
１９
９１
�１
０
�０
１

ヤ
ン
キ
ー
ロ
ー

１４
６

２０
２０
年
完
了
予
定

解
体
中

安
全
貯
蔵
後

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン

－１
１４
７

�
�
�

１０
８５
�
�

１９
７３
�１
２
�３
１
～
１９
９８
�０
２
�１
３

ザ
イ
オ
ン

－２
１４
８

２０
０５
年
完
了

サ
イ
ト
解
放
済

安
全
貯
蔵

�
�
�

３
�
�

１９
６７
�０
３
�０
１
～
１９
７２
�０
５
�０
１

サ
ク
ス
ト
ン

１４
９

２０
７３
年
完
了
予
定

安
全
貯
蔵
（
�
＆
�
）
準
備

安
全
貯
蔵

�
�
�

５９
５
�
�

１９
７４
�０
６
�１
６
～
２０
１３
�０
５
�０
７

キ
ー
ウ
ォ
ー
ニ
ー

１５
０

未
定

未
定

未
定

�
�
�

６３
５
�
�

１９
７２
�０
９
�２
０
～
２０
１４
�１
０
頃
　

バ
ー
モ
ン
ド
ヤ
ン
キ
ー

１５
１

�
�
�
�
�
�
�
	
��
��
�
�
�
�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
�
�
�
	
�


�
�
�
�
�
�
�

②

①
２
、
３
号

１
号
機
は
建
屋
撤
去

①
跡
地
、
②
��
�
�



－　３７　－

　前報告から平成２５年９月末までの外部機関委員会等への参加者は以下の通りである。

開催日時参加者氏名委員会等の名称外部機関名

６月１７日
～２１日

澁谷　　進
日台原子力デコミッショニング
セミナー

原子力デコミッショニング研究会

６月２８日澁谷　　進平成２５年度第３回研究会原子力デコミッショニング研究会

７月１９日泉田　龍男土壌汚染に関する講演会産業環境管理協会

７月１９日澁谷　　進平成２５年度第４回研究会原子力デコミッショニング研究会

９月２６日泉田　龍男廃棄確認技術検討会原子力安全基盤機構

９月２７日澁谷　　進平成２５年度第５回研究会原子力デコミッショニング研究会

委員会等参加報告

１．協力協定の締結
①平成２５年９月１７日、一般財団法人日本クリーン環境推進機構（JCEP）と協力協定を締結
しました。
②平成２５年９月１８日、公益財団法人リバーフロント研究所と協力協定を締結しました。

２．組織名の変更について
・平成２５年１０月１日、「物流システム事業準備室」を「廃棄物処理事業推進部」と変更しま
した。

総務部から
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